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１．建築確認審査の実態
（ ）建築基準法に基づく手続き（ ３ ）（１）建築基準法に基づく手続き（ｐ３～ｐ４）

（２）建築確認件数（ｐ５）

（３）特定行政庁・指定確認検査機関の実態（ｐ６～ｐ９）（３）特定行政庁 指定確認検査機関の実態（ｐ６ ｐ９）
〔機関数の推移（ｐ６）/確認件数の推移（ｐ７）/建築主事数等の推移（ｐ８）/建築主事１人あたりの確認件数の推移（ｐ９）〕

（４）検査済証交付件数・完了検査率の推移（ｐ10）

（５）特定行政庁 指定確認検査機関の審査 検査体制（ｐ11 ｐ13）（５）特定行政庁・指定確認検査機関の審査・検査体制（ｐ11～ｐ13）
〔職員数の推移（ｐ11）/審査・検査体制（ｐ12）/資格取得状況（ｐ13）〕

（６）特定行政庁における建築確認の実績（ｐ14～ｐ18）
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〔特定行政庁の種類別の建築確認実績（ｐ14）/建築物の規模別の建築確認実績（ｐ15）/年齢構成（ｐ16）/兼務状況（ｐ17）

/体制強化に向けた取組（ｐ18）〕



（１）建築基準法に基づく手続き（設計～工事～使用開始）

○ 建築主事は、建築基準適合判定資格者検定※に合格し国土交通大臣の登録を受けた者の中から都道府
ず県知事又は市町村の長が命ずる。

※ 受験資格については、H10までは建築士又はこれと同等以上の実務の経験を有する者で２年以上の建築行政に関する実務の経験を有し、又は建築の実務に
関し技術上の責任のある地位にあった者、H11以降は一級建築士試験に合格し、建築行政又は確認検査業務等について２年以上の実務経験を有する者

○ H10の法改正（H11.5.1 施行）により建築確認・検査業務を民間の指定確認検査機関にも開放。法改 建 検 務 民 定 検 機関 放

○ H18の法改正（H19.6.20施行）により一定規模以上の建築物に関し、都道府県知事や専門機関によ
る構造計算適合性判定を導入。

都道府県知事 又は

設 計

建 築 計 画 の 作 成
確認申請

建築主事

指定確認検査機関

又は

建築士

指定構造計算適合性
判定機関

建築物の計画が法令に
適合しているかを確認

施 工
建 築 着 工

建 築 確 認
確認済証

建設会社

構造計算適合性判定

一定規模以上等の建築物につ
いて構造計算が適正に行われ適合しているかを確認

特定行政庁が指定した特定の工程が終
わった段階で、その建築物が基準に適合し
ているかを検査

工事監理

建 築 工 事 中 間 検 査

中間検査申請

中間検査合格証

建設会社 いて構造計算が適正に行われ
たものであるかを判定

ているかを検査

※平成18年改正で３階建て以上の共同住
宅に係る中間検査を義務付け

工事監理

工 事 完 了

中間検査合格証

完了検査申請

建築士

工事が完了した段階で、その建築物が法令
の基準に適合しているかを検査

完 成 ・ 使 用 開 始

完 了 検 査
検査済証
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（１）建築基準法に基づく手続き

建築確認（建築基準法第6条関係）の概要

○ 建築主事又は指定確認検査機関は、確認申請図書に記載された内容に従って、その建築物の計画が建築基準（単
体規定・集団規定等・建築基準関係規定）に適合しているかを確認し、適合している場合は確認済証を交付。

建築主事：
都道府県 市 場合 建築主事を な ればな な都道府県と人口25万人以上の市の場合は、建築主事を置かなければならない。
これ以外の市町村と特別区には、全部又は一部の権限を有する建築主事を置くことができる。

指定確認検査機関：
建築確認・検査業務を行う必要な審査能力を有する公正中立な民間機関。指定確認検査機関の指定は、一の都道府県の区域で業務
を行う機関については、都道府県知事が行い、二以上の都道府県の区域で業務を行う機関については、国土交通大臣（又は地方整備
局長）が指定局長）が指定。

関連データ ○ Ｈ24年度建築確認件数：579,079件（特定行政庁：95,869件、指定確認検査機関：483,210件）
○ 特定行政庁数：451、指定確認検査機関数：128（H25.4時点）
○ 建築主事数 1 523人 確認検査員数 2 813人（H25 4時点）

フロ 図 ＜主な建築確認の対象及び建築主事の審査に係る法定期間＞ （※1） 3階建て以上の木造建築物、2階建て以上の

○ 建築主事数：1,523人、確認検査員数：2,813人（H25.4時点）
○ 建築主事一人当たりの建築確認件数：H23  12件 ← H12  102件

フロー図 ＜主な建築確認の対象及び建築主事の審査に係る法定期間＞

建築基準法第6条第1項1～3号に該当する建築物（※1）

→ 35日以内（※3）

第6条第1項4号に該当する建築物（※2）

→ 7日以内（※3）

階 木 築物、 階
非木造建築物等

（※2） 2階建て以下の木造住宅等の小規模建築物
（いわゆる「4号建築物」）
なお、 4号建築物において、一定の場合には、
確認・完了検査に係る一部審査の省略の特
例がある

建築主
建築主事 又は
指定確認検査機関

確認申請

確認済証

「確認審査等に関する方
法の指針」（H19国土交通省

告示第835号）に基づき審査

例がある。
（※3） 確認済証が交付することができない合理的な

理由がある場合は35日の範囲内で延長可

指定構造計算適合性判定機関 （都道府県知事指定）
による構造計算適合性判定

構造計算適合性判定が必要な建築物の場合
（一定の高さ以上等の建築物が対象）
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（２）建築確認件数

○ １～３号建築物、４号建築物ともに、年間の建築確認交付件数は増加傾向であり、平成24年度の
１～３号建築物の建築確認交付件数は約160,000件、４号建築物は約420,000 件となっている。

○ 総建築確認交付件数に占める４号建築物の割合は約７割となっている。

【１～３号建築物・４号建築物における建築確認交付件数の推移】
（件）
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5



築 確 築 が

（３）特定行政庁数・指定確認検査機関数の推移

○ 平成11年より、特定行政庁の建築主事以外に指定確認検査機関も建築物の計画が法令に適合している
かを確認・検査できる仕組みを導入。

○ 平成25年4月現在、451の特定行政庁（うち限定特定行政庁※は153）の建築主事と128の指定確認検査
機関において確認審査を実施。 ※小規模な木造戸建住宅等 号建築物等 みを扱う特定行政庁機関において確認審査を実施。

【特定行政庁数・指定確認検査機関数の推移】

※小規模な木造戸建住宅等の四号建築物等のみを扱う特定行政庁

600

700

指定確認検査機関

限定特定行政庁

特定行政庁

400

500

機
関

特定行政庁

0
27
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78 92

122113
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300
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（３）特定行政庁・指定確認検査機関における確認件数の推移

○ 指定確認検査機関の増加に伴い、確認件数のうち指定確認検査機関が担う案件の割合が増大。
○ 平成24年度の建築確認件数約58万件のうち、特定行政庁の建築主事が約2割、指定確認検査機関が

約8割を担っている。

1,000,000 

(件) 【建築主事・指定確認検査機関における確認件数の推移】
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※平成10年度から平成23年度は建築基準法施行関係統計報告集結果発表をもとに作成
平成24年度は建築確認件数等及び構造計算適合性判定を要する物件に係る確認審査日数の状況調査をもとに作成



○ 指定確認検査機関では 特定行政庁の建築主事と同等の資格を有する確認検査員が確認 検査を行う

（３）建築主事数、確認検査員数等の推移

○ 指定確認検査機関では、特定行政庁の建築主事と同等の資格を有する確認検査員が確認・検査を行う
とされている。

○ 平成10年度は約2,000人の建築主事のみで対応していたが、平成23年度には建築主事と確認検査員の
合計約4,200人で確認審査に対応している。

9,000 
【建築主事数、確認検査員数等の推移】
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○ 特定行政庁における建築行政職員数にはさほど変動はないものの 建築行政職員 人あたりの建築確

（３）建築行政職員数、建築主事数、及び１人あたりの確認件数の推移

○ 特定行政庁における建築行政職員数にはさほど変動はないものの、建築行政職員一人あたりの建築確
認件数は大幅に減少。（H12：102件 → H23：12件）

○ また、建築主事数は減少傾向にあり、建築主事一人あたりの建築確認件数は大幅に減少。
（H12：435件 → H23：63件）
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【建築行政職員数・建築主事数及び一人あたりの確認件数の推移】
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○ 審査 検査側の体制の充実により検査済証交付件数は増加し 完了検査率（※）も平成10年度に

（４）検査済証交付件数・完了検査率の推移

※完了検査率 ＝当該年度における検査済証交付件数／当該年度における確認件数

○ 審査・検査側の体制の充実により検査済証交付件数は増加し、完了検査率（※）も平成10年度に
約4割であったのが、現在では約9割に至っている。

○ なお、現在では完了検査の約8割を指定確認検査機関が、約2割を建築主事が担っている。

【特定行政庁（建築主事）・指定確認検査機関における検査済証交付件数・完了検査率の推移】

※完了検査率 当該年度における検査済証交付件数／当該年度における確認件数
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検査済証交付件数：特定行政庁（建築主事） 検査済証交付件数：指定確認検査機関
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○ 特定行政庁数は 408行政庁（平成15年度）から448行政庁（平成24年度）に約１割増加している

（５）特定行政庁数及び建築確認検査に携わる職員数の推移

○ 特定行政庁数は、408行政庁（平成15年度）から448行政庁（平成24年度）に約１割増加している。
○ 一方、特定行政庁の出先機関数は437機関（平成15年度）から299機関（平成24年度）に約３割減少し
ている。

○ 特定行政庁の建築確認審査・検査に携わる職員の数は減少傾向にあり、4,907人（平成15年度）から○ 特定行政庁の建築確認審査 検査に携わる職員の数は減少傾向にあり、 , 人（平成 年度）から
4,352人（平成25年度）に約１割減少している。

■特定行政庁数・建築確認検査に携わる職員数 1）の推移

419 421 432 437 442 444 445 448437
417 450

500

8,000 

9,000 
（職員数） （特定行政庁数・出先機関数）

全国における建築確認審査・検査に携わる職員数及び出先機関数の推移

4,907  4,716  4 572 4 538 4 556 4,636 4 527 4 455 4 408

408 411 408 397
374

365

342
317 307 299

300

350

400

5 000

6,000 

7,000 

,
職員数
特定行政庁数
出先機関数

4,572  4,538  4,556  4,636  4,527  4,455  4,408  4,352 

150

200

250

2 000

3,000 

4,000 

5,000 

0

50

100

0 

1,000 

2,000 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 （年度）
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※ 各年度の4月1日時点。
1） 出先機関を含む建築確認審査・検査に実務的に携わっている職員の数（受付や事務処理のみを行う職員は除き、常勤・非常勤は問わない）。



（５）特定行政庁・指定確認検査機関の審査・検査体制

○ 特定行政庁における建築行政職員数、構造審査担当者数は、ともに都道府県、人口25万人以上の市
（政令市、政令市以外）、それ以外の建築主事がいる市の順に少なくなっている。

建築行政職員数

【特定行政庁の組織体制（平成23年度）】 【指定確認検査機関の組織体制（平成23年度）】

行政庁数

建築行政職員数
（平均人

数）
うち構造

総数 443 18 3 1 6 機関数
確認検査員・補助員

（１機関あたりの平均人数）総数 443 18.3 1.6
都道府県 47 47.3 3.6
法4条1項設置市

（人口25万人以上）（平均）
83 32.8 3.0

（政令指定都市） 19 64.3 5.3

機関数 機 数

うち構造 うち設備

総数 125 41.5 3.7 2.9 

大臣指定機関 22 94.6 10.6 0.8 

地整指定機関 36 38.1 4.0 0.8 

（政令指定都市以外） 64 23.5 2.4
法4条2項設置市 138 10.8 1.1
法97条の2設置市（町）

（限定特定行政庁）
152 5.1 0.2

法97条3項設置区（東京23区） 23 39 2 4 7

都道府県指定機関 67 25.9 1.2 0.6 

法97条3項設置区（東京23区） 23 39.2 4.7

12



（５）建築確認・検査部門に携わる職員の資格取得状況

○ 特定行政庁・指定確認検査機関の建築確認審査・検査部門において、建築確認審査・検査に実務的に○ 特定行政庁 指定確認検査機関の建築確認審査 検査部門において、建築確認審査 検査に実務的に
携わる職員のうち、一級建築士は5,618人(約66％)、構造一級建築士は360人(約4％)、設備一級建築士は
58人(約1％)、構造計算適合性判定員は151人(約2％)となっている

○ 上記のうち、建築確認審査・検査に実務的に携わる建築主事・確認検査員のうち、構造一級建築士は
187人(約5％) 設備 級建築士は37人(約1％) 構造計算適合性判定員は81人(約2％)とな ている

構造一級 設備一級

187人(約5％)、設備一級建築士は37人(約1％)、構造計算適合性判定員は81人(約2％)となっている。

■建築確認審査・検査部門の職員の資格取得状況（H25.4.1）

構造計算適

一級
建築士
5,618

（66.4％）

なし
2,849

（33.6％）

構造 級
建築士

360
（4.3％）

なし
8 107

なし
8 409

設備 級
建築士

58
（0.7％）

合性判定員
151（1.8％）

なし
8 316（ ）

8,107
（95.7％）

8,409
（99.3％）

※ 特定行政庁・指定確認検査機関の建築確認審査・検査部門に携わる職員のうち、建築確認審査・検査に実務的に携わる職員8,467 人に占める
各建築関係資格取得者の割合 H25 4 1時点（国土交通省調べ）

8,316
（98.2％）

各建築関係資格取得者の割合。 H25.4.1時点（国土交通省調べ）

■建築主事・確認検査員の資格取得状況（H25.4.1）

構造一級 設備一級 構造計算適
合性判定員建築士

187
（4.6％）

建築士
37

（0.9％）

なし
3,884

なし
4,034

合性判定員
81

（2.0％）

なし
3,990,

（95.4％）
,

（99.1％）

※ 特定行政庁・指定確認検査機関の建築確認審査・検査に実務的に携わる建築主事・確認検査員4,071人に占める各建築関係資格取得者の割合。
H25.4.1時点（国土交通省調べ） 13

3,990
（98.0％）



○ 特定行政庁（限定特定行政庁除く）における確認済証交付件数 年間平均は284件

（６）特定行政庁における建築確認の実績（特定行政庁の種類別）

○ 特定行政庁（限定特定行政庁除く）における確認済証交付件数の年間平均は284件。
○ 特定行政庁の種類別にみると、年間平均の確認済証交付件数が300件以上ある都道府県は全体の約
75％、人口25万人以上の市（建築基準法第4条第1項）は約30％、人口25万人未満の市（建築基準法第4
条第2項）は約15％となっている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

条第2項）は約15％となっている。

■年間平均の確認済証交付件数及びシェア（特定行政庁の種類別）

年間平均件数

2.7%

0.0%

34.0% 34.7% 12.8% 11.1% 4.7%
全特定行政庁

(n=297)

都道府県

年間平均件数

284件

794件

3.4%

6.4%

34.1%

19.1%

35.2%

19.1%

10.2%

27.7%

15.9%

27.7%

1.1%

都道府県
(n=47)

法4条1項市
(n=88)

794件

243件

3.6%

0.0%

41.0%

47 8%

40.3%

30 4%

10.8%

21 7%

4.3%
法4条2項市
(n=139)

特別区

158件

156件47.8% 30.4% 21.7%
0.0%

(n=23)

10件未満 10～100件 100～300件 300～500件 500～1,000件 1,000件～

（以上～未満）

156件

年間300件以上

14
※ 限定特定行政庁を除く全特定行政庁のH21～23年度における建築基準法第6条第1項第1～4号に該当する建築物の年間平均の確認済証交付件数を

対象に調査（国土交通省調べ）

・・・年間300件以上



（６）特定行政庁における建築確認の実績（建築物の規模、特定行政庁の種類別）

○ ４号建築物（小規模な木造建築物等）を除く１～３号建築物の年間平均の確認済証交付件数が10件
に満たない特定行政庁は全体の約16％となっており、特に人口25万人未満の市（建築基準法第4条第2
項）では約25％となっている。

○ 一方 ４号建築物の年間平均の確認済証交付件数が10件に満たない特定行政庁は全体の約8％となっ○ 一方、４号建築物の年間平均の確認済証交付件数が10件に満たない特定行政庁は全体の約8％となっ
ており、人口25万人未満の市（建築基準法第4条第2項）でも約10％となっている。

■ 1～3号建築物の年間平均の確認済証交付件数及びシェア ■ 4号建築物の年間平均の確認済証交付件数及びシェア

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
年間
平均
件数

■ 1 3号建築物の年間平均の確認済証交付件数及びシェア
（特定行政庁の種類別）

■ 4号建築物の年間平均の確認済証交付件数及びシェア
（特定行政庁の種別別）

年間
平均
件数

215

590

69

204

16.4%

0.0%

70.8%

29.8%

18.2%

55.3%

2.2%

10.6%

0.7%

4.3%

全特定行政庁
(n=297)

都道府県
(n=47)

7.7%

2.1%

38.7%

10.6%

33.3%

29.8%

9.1%

14.9%

8.1%

23.4%

3.0%

19.1%

全特定行政庁
(n=297)

都道府県
(n=47)

179

131

64

27

11.4%

25.2%

67.0%

72.7%

20.5%

2.2%

1.1%
法4条1項市

(n=88)

法4条2項市
(n=139)

6.8%

10.1%

40.9%

42.4%

33.0%

37.4%

10.2%

6.5%

9.1%

3.6%

法4条1項市
(n=88)

法4条2項市
(n=139)

8967
0.0%

87.0% 13.0%

(n 139)

特別区
(n=23)

10件未満 10～100件 100～300件 300～500件 500～1,000件 1,000件～

8.7% 65.2% 17.4% 8.7%

0.0%

(n 139)

特別区
(n=23)

10件未満 10～100件 100～300件 300～500件 500～1,000件 1,000件～

（以上～未満） （以上～未満）

15
※ 限定特定行政庁を除く全特定行政庁のH21～23年度における建築基準法第6条第1項第1～3号又は4号に該当する建築物の年間平均の確認済証交付件

数を対象に調査（国土交通省調べ）



○ 特定行政庁の職員の年齢構成は 特定行政庁の種類にかかわらず 30代・40代・50代の職員は各世代

（６）特定行政庁の職員の年齢構成

○ 特定行政庁の職員の年齢構成は、特定行政庁の種類にかかわらず、30代・40代・50代の職員は各世代
ともほぼ同じ構成比（約2～3割）となっているが、これらに比べて20代の職員の構成比（約1～2割）は
低くなっている。

○ 特に4号建築物のみを扱う限定特定行政庁（建築基準法第97条の2）における20代の職員の構成比は約

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9%と低くなっている。

■特定行政庁の職員の年齢構成（H24.4.1時点）

0.1%
17.0%

20 1%

27.5%

23 1%

25.6%

27 8%

26.2%

24 6%

3.5%

4 4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全特定行政庁 ※1

都道府県 ※2
0.1%

0.3%

20.1%

19.9%

12 8%

23.1%

28.5%

33 3%

27.8%

22.1%

26 0%

24.6%

26.6%

25 7%

4.4%

2.7%

2 2%

都道府県 ※2

法4条1項市 ※3

法4条2項市 ※4

0.0%

0.0%

12.8%

9.3%

33.3%

28.2%

26.0%

29.6%

25.7%

30.4%

2.2%

2.4%

法4条2項市 ※4

法97条の2市 ※5

0.0%
18.6% 27.1% 21.8% 25.8% 6.7%特別区 ※6

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

※１ 全特定行政庁（448）の建築確認審査・検査に携わる職員4,352人の年齢構成
※２ 都道府県（47 特定行政庁）の建築確認審査・検査に携わる職員1,395人の年齢構成
※３ 法4条1項市（88 特定行政庁）の建築確認審査・検査に携わる職員1,102人の年齢構成
※４ 法4条2項市（139 特定行政庁）の建築確認審査・検査に携わる職員846人の年齢構成
※５ 法97条の2市（151 特定行政庁）の建築確認審査・検査に携わる職員578人の年齢構成
※６ 特別区（23 特定行政庁）の建築確認審査・検査に携わる職員431人の年齢構成 （国土交通省調べ） 16



○ 特定行政庁の構造専門担当者は284人 設備専門担当者は176人となっている

（６）構造・設備担当者の配置状況及び確認検査以外の業務との兼務の状況

○ 特定行政庁の構造専門担当者は284人、設備専門担当者は176人となっている。
○ 構造・設備以外の審査業務も兼務している構造担当者は2,330人、設備担当者は2,612人となってお
り、多くの特定行政庁において構造・設備以外の審査業務も兼務している。

○ また、確認検査以外の業務の兼務状況は、構造専門担当者は「建築物の耐震改修の促進に関する法
務 「 ギ 務 務が律」関連業務、設備専門担当者は「エネルギーの使用の合理化に関する法律」関連業務との兼務が多く

なっている。

■構造専門担当者・構造担当者の配置状況 ■設備専門担当者・設備担当者の配置状況
0 500 1 000 1 500 2 000 2 500 3 000 0 500 1 000 1 500 2 000 2 500 3 000

284 

36 

2,330 

1,089 

0  500  1,000  1,500  2,000  2,500  3,000 

全特定行政庁

都道府県

176 

24 

2,612 

1,140 

0  500  1,000  1,500  2,000  2,500  3,000 

全特定行政庁

都道府県

121 

24 

,

359 

565 

4条1項市

4条2項市

72 

26 

,

529 

583 

4条1項市

4条2項市

0 

103 

300 

17 

97条の2市

特別区

構造専門担当者 構造担当者（構造以外の審査業務も兼務している者）

0 

54 

322 

38 

97条の2市

特別区

設備専門担当者 設備担当者（設備以外の審査業務も兼務している者）

建築基準法第9条・
第10条関連業務

「建築物の耐震改修の
促進に関する法律」

関連

「高齢者、障害者等の
移動等の円滑化の促
進に関する法律」関連

「エネルギーの使用の
合理化に関する法律」

関連

「長期優良住宅の普及
の促進に関する法律」

関連

■構造専門担当者・設備専門担当者の確認検査以外の業務の兼務状況

構造専門担当者 構造担当者（構造以外の審査業務も兼務している者） 設備専門担当者 設備担当者（設備以外の審査業務も兼務している者）

17

第 条関連業務
関連 進に関する法律」関連 関連 関連

構造専門担当者 10% 54% 7% 6% 26%

設備専門担当者 19% 5% 13% 78% 11%

※ 特定行政庁の建築確認審査・検査に携わる職員を対象に調査。 H24.4.1時点（国土交通省調べ）



○ 特定行政庁の職員の確認審査に係る能力の向上に向けて 約８割の特定行政庁では外部講習会に参

（６）特定行政庁の体制強化に向けた取組及び人材確保策の状況

○ 特定行政庁の職員の確認審査に係る能力の向上に向けて、約８割の特定行政庁では外部講習会に参
加している。

○ また、約４割の特定行政庁では民間の技術者の中途採用や一時雇用などにより、外部から能力ある
人材を確保している。

○ 都道府県主催 管内特定行政庁職員等を対象とした確認審査に係る講習 研修等 は 平成19年○ 都道府県主催の管内特定行政庁職員等を対象とした確認審査に係る講習・研修等へは、平成19年以
降、延べ27,077人が参加している。

■特定行政庁の職員の審査能力向上に向けた取り組み状況 ■特定行政庁職員等を対象とした確認審査に係る講習・研修

361

0 100 200 300 400

講習会への参加
延べ実施回

数（回）
延べ参加職
員数（人）

延べ実施期
間（日）

等＊の実績 （平成19～24年度（見込）の延数）※ 複数回答あり

147

137

OJT

庁内での勉強会

＊ 特定行政庁の職員を対象とした確認審査に係る講習・研修や、民間事業者等

向けの確認審査に係る講習・研修等で特定行政庁の職員が参加が可能なもの

確認審査に係る
講習・研修等

1,117 27,077 1,644

137庁内での勉強会

0 50 100 150 200

民間技術者の中途

■現在講じている主な人材確保対策 ※ 複数回答あり

も含む。

166

67

民間技術者の中途

採用や一時雇用

行政ＯＢの再雇用

（非常勤、嘱託職員等を含む）

15
若手職員等、

人材の育成

18※ 限定特定行政庁を含む全特定行政庁（448行政庁）を対象に調査（H24 国土交通省調べ）



２．構造計算適合性判定の実態

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 19



（１）構造計算適合性判定（ｐ21～ｐ23）
〔構造計算適合性判定（ｐ21）/業務分担（ｐ22）/適判件数の推移（ｐ23）〕

（２）構造計算適合性判定物件に係る総確認審査日数の状況（ｐ24～ｐ28）（２）構造計算適合性判定物件に係る総確認審査日数の状況（ｐ24～ｐ28）
〔申請者側・審査側別（ｐ24）/建築主事・指定確認検査機関別（ｐ25）/事前相談の有無別等（ｐ26）/構造計算ルート別（ｐ27）

/総確認審査日数別（長期・短期別）の事例（ｐ28）〕

（３）構造計算適合性判定物件に係る総判定日数等（ｐ29 ｐ30）（３）構造計算適合性判定物件に係る総判定日数等（ｐ29～ｐ30）
〔建築主事・指定確認検査機関別（ｐ29）/指定数が少ない地域における傾向（ｐ30）〕

（４）指定構造計算適合性判定機関の実態（ｐ31～ｐ37）
〔指定状況（ｐ32）/兼務の状況（ｐ33）/指定申請の受理状況（ｐ33）/機関の業務体制（ｐ34）/依頼する機関の決定方法（ｐ35）/

事前周知の状況（ｐ36）/共同事前相談の実施状況（ｐ37）〕

（５）構造計算適合性判定員の実態（ｐ38～ｐ41）
〔実働判定員数等（ｐ38）/常勤・非常勤別の判定の実績（ｐ39～40）/判定員の年齢構成（ｐ41）〕

（６）建築確認と構造計算適合性判定の役割分担等の実態（ｐ42～ｐ44）
〔兼務の状況（ｐ42）/部門の分離状況（ｐ43）/第三者性・独立性の確保方策の実施状況（ｐ44）/業務分担の実態（ｐ45） 〕

（７）構造計算適合性判定の対象（ｐ45～ｐ48）
〔構造計算と構造計算適合性判定の概要（p45）各種手続きの課題の概要（ｐ46）/鉄筋コンクリート造の建築物に係る主な審
査事項（耐震関係）（ｐ47）/鉄骨造の建築物に係る主な審査事項（耐震関係）（ｐ48）〕

20



構造計算適合性判定（建築基準法第6条関係）の概要

（１）構造計算適合性判定

○ 高度な構造計算によって安全性を確認する建築物等に係る建築確認については、建築主事又は指定確認検査
機関が、都道府県知事又は指定構造計算適合性判定機関による構造計算適合性判定※（適判）を求めなければな
らない。

※ 適判とは 構造計算の法適合性を適確に審査するため 建築主事等が行う審査に加え 第三者機関において 定の技術力を有する者が工学的に高※：適判とは、構造計算の法適合性を適確に審査するため、建築主事等が行う審査に加え、第三者機関において一定の技術力を有する者が工学的に高
度な判断を伴う構造計算のモデル化の方針、剛性及び耐力の評価、構造特性係数の設定等を含む審査

○ 指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関の指定基準を満たしていれば、両方の機関としての指定を
受けることが可能。

づ○ 建築確認を担う者とは別の第三者が構造規定に係る法適合性をチェックするという制度の趣旨に基づき、都道
府県知事が適判を行う場合にあっては、確認を行った建築主事を当該案件に係る適判に関する事務に従事させ
ることを禁止するとともに、指定確認検査機関が建築確認を担う案件に関し、同一機関が構造計算適合性判定
を行うことを禁止している。

関連データ
○ 構造計算適合性判定件数：18,490件（一月あたり約1,500件）（H24年度）
○ 適判物件に係る平均の確認審査日数（事前相談の期間含む）：約100日（H20.1）→約50日（H25.6）

フロー図

→特定行政庁：約65日、指定確認検査機関：約50日
○ 構造計算適合性判定機関の数：59機関。うち、都道府県：9機関（H25.3）

建築主 建築主事 又は
指定確認検査機関

確認申請

確認済証

「確認審査等に関する
指針」に基づき審査

＜一定の高さ超等の建築物＞

＜審査期間＞ 14日以内（35日の範囲内で延長可）

図

※2：指定確認検査機関が建築確認を担う案件に関し、同
一機関が適判も行うことは禁止している。※2

※１：高度な構造計算(ルート2、ルート3、限界耐力計算)
又は大臣認定プログラムによって安全性を確認する、

※1

指定構造計算適合性判定機関 （都道府県知事指定）
による構造計算適合性判定

指針」に基づき審査

大臣認定プログラムを用いた場合、
再入力・再計算を行い審査を効率化

又は大臣認定プ グラ によ て安全性を確認する、
一定の高さ（木造：高さ13ｍ又は軒の高さ9ｍ、鉄筋コ
ンクリート造：高さ20ｍ）超等の建築物
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（１）建築確認と構造計算適合性判定における業務分担について

○ 建築確認においては、建築主事又は指定確認検査機関は、構造種別（木造、鉄骨造、鉄筋コンクリー
ト造等）ごとの仕様規定に係る各階床伏図・構造詳細図等を用いた法適合性の審査や、意匠設計図と構
造設計図とを比較した構造耐力上主要な部分の位置 形状及び寸法に係る整合性の審査等を行う造設計図とを比較した構造耐力上主要な部分の位置・形状及び寸法に係る整合性の審査等を行う。

○ 一方、構造計算適合性判定においては、都道府県知事又は指定構造計算適合性判定機関は、構造設計
図における異常・不自然な箇所の有無、建築計画が地震時に用いる計算式の適用方法や特殊な建築形
状・地形等への対応等データの入力方法の妥当性等について判定（ダブルチェック）を行う。

○ 当該判定の結果に基づき、建築主事等が最終的な審査を行う。

建築 適

※ 具体的な審査すべき事項等については、「確認審査等に関する指針」（H19国土交通省告示第835号）第一第４項・第二第３項等を参照。

審査項目
建築

主事等
適判

機関等

１ 構造種別（木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造等）ごとの仕様規定について、各階床伏図、構造詳細図等を用いて法適合性の審査を行う。 ○ ×

2 意匠設計図と構造設計図とを比較して、構造耐力上主要な部分の位置、形状及び寸法が整合していることの審査を行う。 ○ ×

3 構造計算書の固定荷重 積載荷重 積雪荷重 風圧力及び地震力の値が 意匠設計図等に示された内容と整合していることの審査を行う ○ ○3 構造計算書の固定荷重、積載荷重、積雪荷重、風圧力及び地震力の値が、意匠設計図等に示された内容と整合していることの審査を行う。 ○ ○

4

【認定プログラムを使用しない場合】
・構造設計図において異常・不自然な箇所がないことの審査を行う。
・建築計画が地震時に用いる計算式の適用方法の範囲内であり、特殊な建築形状・地形等への対応など、データの入力の方法が適切であることの審査を行う。
・構造計算書の応力算定結果（フレームの応力図）に異常・不自然な値がないこと等の計算過程の審査を行う。

※構造計
算適合性
判定の結
果に基づ
いて建築

○

【認定プログラムを使用する場合】 いて建築
主事等が
最終的な
審査を行う。

【認定プログラムを使用する場合】
・建築計画が使用する大臣認定プログラムの適用範囲内であることの審査を行う。
・構造設計図において異常・不自然な箇所がないことの審査を行う。
・提出された電子データに基づき、入力方法等を審査の上、再入力・再計算を行い、エラーメッセージ等がないことの審査を行う。

○

5 保有水平耐力計算が必要保有水平耐力以上の値になっているか等、計算結果が法令の基準に適合していることの審査を行う。 ○ ○

6 断面計算書に記載されている構造耐力上主要な部分である部材の断面の形状 寸法及び鉄筋の配置と部材断面表の内容とが整合している との審査を行う ○6 断面計算書に記載されている構造耐力上主要な部分である部材の断面の形状、寸法及び鉄筋の配置と部材断面表の内容とが整合していることの審査を行う。 ○ ×

（出典：『平成19年6月20日施行 改正建築基準法・建築士法及び関係政省令等の解説』より）
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○ 平成24年度における指定構造計算適合性判定機関別 構造計算適合性判定 年間平均件数は 都道府

（１）構造計算適合性判定件数の推移（指定構造計算適合性判定機関別）

○ 平成24年度における指定構造計算適合性判定機関別の構造計算適合性判定の年間平均件数は、都道府
県で901件（月平均75件）、指定構造計算適合性判定機関で17,589件（月平均1,466件）となっている。

■構造計算適合性判定件数の推移（都道府県・指定構造計算適合性判定機関別）■構造計算適合性判定件数の推移（都道府県 指定構造計算適合性判定機関別）

60,000 3,000 
構造計算適合性判定件数（都道府県）

構造計算適合性判定件数（指定構造計算適合性判定機関）

確認件数（計画変更を除く）

（適判件数） （確認件数）

40 626

46,304 

42,085 
44,344  44,302 

49,893 
48,357  47,227 

45,380 

52,429 

45,106  46,077  45,424 

50,722 
47,933 48,424

49,945

54,235

40,000 

50,000 

2,000 

2,500 
確認件数（計画変更を除く）

1275 1214
1064 1046

1368

1523

1353 1380

1502 1460
1431 1381

1574 1542 1553
1430

1623 1604
40,626 

30,000 1,500 

1064 1046

10,000 

20,000 

500 

1,000 

181 156 101 114 174 131 140
76 92 103 85 83 90 99 75 83 93 91

0 0 
3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

23※ （ ）内は1機関当たりの平均

H21年
合計：14,488件

都道府県：1,538件（103件）
機関：12,950件（206件）

H22年
合計：17,010件

都道府県：1,301件（108件）
機関15,709件（314件）

H23年
全国：17,338件

都道府県：984件（89件）
機関：16,354件（334件）

H24年
全国：18,490件

都道府県：901(82)
機関：17,589件(352)



○ 構造計算適合性判定を要する物件に係る平均の総確認審査日数（事前相談期間含む）は 平成22年

（２）構造計算適合性判定を要する物件に係る総確認審査日数の推移（申請者側・審査側別）

○ 構造計算適合性判定を要する物件に係る平均の総確認審査日数（事前相談期間含む）は、平成22年
下期あたりから50日程度で定常的に推移している。

○ このうち、申請者側の作業日数・審査側の審査日数は、申請者側は30日程度、審査側（建築主事）
は30日程度、審査側（指定確認検査機関）は20日程度で定常的に推移している。

構造計算適合性判定を要する物件に係る平均の総確認審査日数の推移（申請者側・審査側別）

88.6

100.0 
全体

うち申請者側作業日数

（日）

76.9
73.2

65.7 65.3
60.4 58.2

60.0 

80.0 
うち審査側審査日数（建築主事）

うち審査側審査日数（指定確認検査機関）

53.3
49.8 51.5 52.1 53.2 51.4 51.4 51.9 52.6

50.0 52.1 52.9

45.8
40.9 39.4

28 4
28.6 28.9 28.4 29.1 30.3 29.0 29.9 30.2

50.4

41.7
44.5

41.8
39.3

32.3
38.0

29 3 29.7
27 9

31.439.6
32.1 32.6

40.0 

30.8 31.7

22.9

29.7 29.2 27.8

28.4
30.0

29.3 27.9 31.7
28.9 28.6

31.7
30.8 29.1

32.0 31.533.3
29.4

32.4 26.1
22.5

20.1 21.7 21.3 21.4 21.2 21.7 20.4 20.3 19.5 19.9 20.7
20.0 

※ 確認審査日数については、

平成22年8月までの確認審査日数については各月初めの5営業日に確認済証を交付した適判対象物件を対象に分析

0.0 

12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

平成22年 平成23年 平成24年平成21年 平成25年

24

・平成22年8月までの確認審査日数については各月初めの5営業日に確認済証を交付した適判対象物件を対象に分析。

・平成22年9月からは「建築確認手続き等の運用改善」の施行日（平成22年6月1日）以降に確認申請受付を行い、当該月中に確認済証を交付した全ての適判対象物件を対象に分析。

・事前相談受付※から確認済証交付までに要する日数（申請者側の作業日数と審査側の作業日数を含む）。 ＊事前相談の受付日の具体の判断は、各機関・行政庁において行っている。

※ 平成23年3～6月分に関しては、岩手県の一部の地区について東日本大震災の影響により建築確認実績の把握が困難な状況であるため、確認が可能な範囲で集計を行っている。

（国土交通省調べ）



（２）構造計算適合性判定を要する物件に係る総確認審査日数の推移（建築主事・指定確認検査機関別）

○ 構造計算適合性判定を要する物件に係る平均の総確認審査日数は、近年では建築主事が審査した案件
の方が、指定確認検査機関が審査した案件に比べて、10～20日程度長くなっている。

■構造計算適合性判定を要する物件に係る平均の総確認審査日数の推移（建築主事・指定確認検査機関別）

100 
指定確認検査機関

（日）

67 2 67.8 68.070

80 

90 

指定確認検査機関

特定行政庁（建築主事）

全体

10～20
日程度52.4 

50 3 49 6 50 1 49 1 50 4

56.3  58.7 
56.4 

61.1 

67.2 
64.1  62.6  65.2 

67.8

62.5

68.0 
64.4 

53.3 
49.8  51.6  52.1  53.2  51.4  51.4  51.9  52.6

50.0
52.1  52.9 

50 

60 

70 

日程度
の差

47.6 
50.3  49.6  50.1  48.9  48.6  48.4  49.1 47.7 48.5  50.4 

30 

40 

0 

10 

20 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

25（国土交通省調べ）

9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

平成22年

※ 法定通知を発出した物件を含む。事前相談の受付日に係る具体の判断は、各機関・行政庁において行っている。

平成23年 平成24年 平成25年



○ 構造計算適合性判定を要する物件に係る総確認審査日数のうち 事前相談日数については25日程度

（２）構造計算適合性判定を要する物件に係る総確認審査日数の推移（事前相談の有無別等）

○ 構造計算適合性判定を要する物件に係る総確認審査日数のうち、事前相談日数については25日程度
で定常的に推移している。

○ また、事前相談を行った物件に係る確認申請から確認済証交付までの日数については、事前相談を
行っていない物件に比べ、25日程度短くなっている。

構造計算適合性判定を要する物件に係る平均の確認申請から確認済証交付までの日数、事前相談日数の推移
（申請者側・審査側別）

事前相談日数：申請者側

60.0

70.0

事前相談日数：審査側

確認申請から確認済証交付までの日数：申請者側

確認申請から確認済証交付までの日数：審査側

確認申請から確認済証交付までの日数（事前相談なしの場合）

確認申請から確認済証交付までの日数（事前相談ありの場合）

（日）

確認申
請から
確認済
証交付

14.8
14.5 15.1 16.0

15.9 15.1 14.5 16.2
14.9 16.0 15.7

45.7  46.1  47.6 
50.0 

47.7  46.4 
49.2  49.9 

46.6 
48.7 

51.0 

40.0

50.0

確認申請から確認済証交付までの日数（事前相談ありの場合）

証交付
までの
日数

事
前

13.0 13.9 13.5 14.0 13.0 13.3 14.6 14.1 14.1 13.9 14.5

8.6

9.1
9.0 8.9 8.6 9.3 9.0 9.2 8.5 9.4 8.7

22.8  24.2 
24.4  25.0  23.4  23.4  23.7  23.2  22.6  22.3  23.5 

20.0

30.0

前
相
談
日
数

13.4 14.0 14.5 14.4 13.9 13.8 13.8 13.1 12.5 12.7 14.0

0.0

10.0
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○ 平成25年6月の確認済証を交付した物件について 構造計算ル ト別の件数をみると ル ト２の件数が117

（２）構造計算ルート別（ルート１／ルート２／ルート３）の審査日数

○ 平成25年6月の確認済証を交付した物件について、構造計算ルート別の件数をみると、ルート２の件数が117
件、ルート３の件数が1,645件となっている。

○ 構造計算ルート別の総確認審査日数は、ルート１（許容応力度計算）の場合約20日であるが、ルート２（許容
応力度等計算）の場合約54日、ルート３（保有水平耐力計算）の場合約53日となっている。応力度等計算）の場合約 日、ル ト （保有水平耐力計算）の場合約 日とな て る。

【構造計算ルート別の確認件数】 【構造計算ルート別の平均の総確認審査日数※３】

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 0 10 20 30 40 50 60 70 80

全体ルート１※１ ルート１
許容応力

19.611,299

特定行政庁

指定確認検査機関

ル ト
（許容応力
度計算）

ルート２※２

（許容応力

（許容応力
度計算）

ルート２
（許容応力

18.0

31.7

63 4
53.5

9,926
1,373

37
117 構造計算適合性判定の対象

全体

特定行政庁

指定確認検査機関

（許容応力
度等計算）

ルート３※２

（保有水平

（許容応力
度等計算）

ルート３

（保有水平

63.4

48.9

64.8
52.8

37
80

1,645
272

指定確認検査機関（保有水平
耐力計算）

（保有水平
耐力計算） 50.81,373

※３ 平成25年6月に確認済証を交付した物件を対象とした事前相談受
付から確認済証交付までの日数

※１ 平成25年6月に確認済証を交付した物件で、構造計算適合性判定
を要しないもの（４号建築物を除く）12 722件のうち、未回収の1 423

27

付 確認済証交付 数を要しないもの（４号建築物を除く）12,722件のうち、未回収の1,423
件を除いた件数

※２ 平成25年6月に確認済証を交付した物件数



○ 構造計算適合性判定を要する物件に係る平均の総確認審査日数は、全体的には50日程度に定常化しつつある

（２）構造計算適合性判定を要する物件に係る総確認審査日数別（長期・短期別）の事例

ものの、個別の案件毎にみていくと幅がある。
○ 例えば、設計図書の精度が低い、審査側の指摘が多く分かりにくい等により審査期間が長期化するケースが
ある一方、設計図書の精度が高い、審査側と十分な事前相談を行っている等により審査期間が短くなるケース
もある。

事例
提出者

用途・規模等
確認

機関の
総審査
日数 確認済証交付までに長期間を要した主な要因

審査側の
作業期間

設計者側
の作業
期

うち、構造
計算適合

■長期間の事例

もある。

提出者
種別 (A) + (B)

作業期間
（A）

期間
（B）

性判定に
係る期間

審査側

共同住宅の新築
（RC造、4階建、延べ面積約1,000

建築
主事

130日 27日 20日 103日

・申請者への指摘や訂正すべき箇所が多かった
ため。

・確認申請提出前に対応すべき事項(条例に基づ
㎡） 主事 ・確認申請提出前に対応すべき事項(条例に基づ

くただし書き許可)がなされていなかったため。

申請者
側

倉庫の新築
（S造、5階建、延べ面積約22,000㎡）

民間
機関

83日 62日 36日 21日
・審査側からの質疑が多く、指示内容が分かりに
くかったため。

■短期間の事例

事例
提出者

用途・規模等
確認

機関の
種別

総審査
日数

(A) + (B)
短期間で確認済証が交付された主な要因

審査側の
作業期間

（A）

設計者側
の作業
期間
（B）

うち、構造
計算適合
性判定に（A）

（B）係る期間

審査側

共同住宅の新築
（RC造、4階建、延べ面積約3,500
㎡）

民間
機関

32日 17日 1日 15日

・申請者側が事前に特定行政庁や指定構造計算
適合性判定機関等へ十分な調整を行っていた
ため。

・設計図書の精度が高かったため。設計図書の精度が高かったため。

申請者
側

倉庫の増築（S造、1階建、延べ面積
約2,000㎡）

建築
主事

26日 19日 12日 7日

・確認申請提出前に、構造計画の方針について
事前協議を行っていたため。

・審査側からの指摘事項に対して、迅速に回答を
行ったため 28



（３） 建築主事・指定確認検査機関が扱う案件別の構造計算適合性判定に要した平均総判定日数の推移

○ 構造計算適合性判定に要した日数（平均総判定日数）については、近年では、建築主事が扱う案件に
係る日数の方が指定確認検査機関が扱う案件に比べて５～10日程度長くなっている。

指定確認検査機関

特定行政庁（建築主事）

【建築主事・指定確認検査機関が扱う案件別の構造計算適合性判定に要した平均総判定日数の推移】

27 4
28.8 30.0 

35.0 

特定行政庁（建築主事）

全体

（日）

26.0

22.7 
23.6 

26.2 

22.0 

25.6 
24.4  25.1 

26.8 
25.8 

27.4 

20 0

25.0 

17.8
16.1 

17.3  17.4  17.8 

15.6  15.5 
17.2 

16.2  15.8  15.9 
16.9 

15.0 

20.0 

17.2 15.7  16.9  16.7  17.3 
15.0  15.0 

16.7  15.3  14.9  14.7  15.8 

5.0 

10.0 

0.0 
9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

平成22年 平成23年 平成24年 平成24年
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○ 構造計算適合性判定機関の指定数が１（実質１機関の場合を含む）の場合 複数指定されている場

（３）構造計算適合性判定機関の指定数が少ない地域における判定日数の傾向

○ 構造計算適合性判定機関の指定数が１（実質１機関の場合を含む）の場合、複数指定されている場
合と比較して、審査期間が長くなっている。

○ 審査期間が長くなっている要因として、常勤・非常勤とも判定員１人あたりの判定件数が多く判定
員が業務量に対し充分でないこと等が考えられる。

■都道府県による構造計算適合性判定機関の指定数が少ない場合における適判審査日数の傾向

都道府県による構造計算適合性判定機関の指定数が1又は業務範囲の制限により実質1機関となっている１７道
府県において、当該道府県でのみ指定を受けている１１機関※１を対象とした平均の総判定日数は、全体平均より
も７日程度長くなっている。

※１ 北海道立総合研究機構、（公財）千葉県建設技術センター、（一財）石川県建築住宅センター、福井県建築住宅センター、 （財）長野県建築住宅センター、ＮＰＯ法

人静岡件建築技術安心支援センター、（財）愛知県建築住宅センター、（公財）三重県建設技術センター、（一財）大阪建築防災センター、（一財）福岡県建築住宅セン
ター、（一財）熊本県建築住宅センター

対象物件数※２ 平均総判定日数※２

指定数が少ない道府県下の11機関 1,153 22.6

上記以外の機関 2,904 13.3

（※2）指定構造計算適合性判定機関49機関（平成25年4月
時点）が平成25年1～3月に判定を行った物件を対象。

総判定日数は、構造計算適合性判定の求めがあった
日から判定結果通知書を交付した日までの平均日数。

全体 4,057 15.9
なお、機関別の平均総判定日数をみると、該当する11

機関のうち9機関の平均総判定日数は、全判定機関の平
均総判定日数よりも長くなっている。

■１１機関の常勤・非常勤別の一人あたりの判定実績（平成23年度）

上記１１機関を対象とした判定員一人あたりの年間判定件数について 常勤判定員は全体平均よりも１４件程度多くなっており

常勤判定員1人あたりの年
間判定件数（Ｈ23年度）

非常勤判定員1人あたりの
年間判定件数（H23年度）

上記１１機関を対象とした判定員 人あたりの年間判定件数について、常勤判定員は全体平均よりも１４件程度多くなっており、

また非常勤判定員も全体平均より５件程度多くなっている。

30

指定数が少ない道府県下の11機関 112 24

上記以外の機関 95 18

全体 98 19 （Ｈ24年国土交通省調べ）



（４）指定構造計算適合性判定機関の指定状況 【平成25.3.1時点】

○ 指定構造計算適合性判定機関の指定数が5機関以下となっている都道府県は32（全体の約2/3）あ○ 指定構造計算適合性判定機関の指定数が5機関以下となっている都道府県は32（全体の約2/3）あ
り、うち2機関以下の都道府県も14（全体の約1/3）ある。

○ 都道府県において構造計算適合性判定を行っている都道府県は9（全体の約２割）ある。（都道府県
のみで構造計算適合性判定を行っているのは1のみ。）

適判機関の
1機関のみ 2機関 3 5機関 6 10機関 11 15機関 16機関以上 計

■各都道府県における構造計算適合性判定機関の指定状況

■指定構造計算適合性判定機関の数：５９機関（都道府県知事：９，指定構造計算適合性判定機関：５０）

適判機関
指定数1） 1機関のみ 2機関 3～5機関 6～10機関 11～15機関 16機関以上 計

該当する都道
府県数

2
（4%）

12
（26%）

18
（38%）

7
（15%）

6
（13%）

2
（4%） 47

富山県 福井県

備考 北海道、大分県

千葉県、新潟県、
石川県、長野県、
静岡県、愛知県、
滋賀県、京都府、

富山県、福井県、
山梨県、岐阜県、
三重県、大阪府、
鳥取県、島根県、
広島県、山口県、
徳島県 愛媛県

青森県、岩手県、
秋田県、山形県、
岡山県、香川県、

宮城県、福島県、
茨城県、栃木県、
群馬県 神奈川県

埼玉県、東京都

1）都道府県知事自らが行っている場合は、当該都道府県知事を１機関として算入。

兵庫県、奈良県、
和歌山県、熊本県

徳島県、愛媛県、
高知県、福岡県、
佐賀県、長崎県、
宮崎県、鹿児島県

沖縄県
群馬県、神奈川県

■各都道府県における指定構造計算適合性判定機関の指定業務範囲の状況

指定構造計算適合性判定機関の指定数が１機関のみの地域は２道県(※1)ある。また２機関以上指定されていても、
業務範囲 制限によ 実質 機関 にな る地域は 府県 ある

31

業務範囲の制限によって、実質１機関のみになっている地域は１５府県(※2)ある。
(※1) 北海道、大分県（大分県は当該県知事自ら実施している）

(※2) 千葉県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、福岡県、熊本県



（４） 指定確認検査機関・指定構造計算適合性判定機関の兼務の状況

○ 指定構造計算適合性判定機関のうち 指定確認検査機関としての指定を受けている機関は42（全50機○ 指定構造計算適合性判定機関のうち、指定確認検査機関としての指定を受けている機関は42（全50機
関の約８割）ある。

○ このような機関が行っている平成24年度の確認件数は約187,200件（全確認件数の約４割）であり、こ
のうち構造計算適合性判定を要する件数は約12,800件（全判定件数の約７割）となっている。

構造 算適 約 全 約 割○ 構造計算適合性判定のみを行っている8機関による判定件数は約4,500件（全判定件数の約３割）と
なっている。

■指定確認検査機関・指定構造計算適合性判定機関の兼務の状況

指定構造計算適合
性判定機関：50機関

年度 判定件数

指定確認検査機関：126機関
H24年度 確認件数 483 211件

※平成24年度の構造計算適合性判定を要する全件数：18,490件

■指定確認検査機関と指定構造計算適合性判定機関を兼ねる機関：42機関
○平成24年度 確認件数：187,225件（約４割）
○平成24年度 判定件数：12,829件 （約７割）

■指定構造計算適合性
判定機関のみ：8機関

○平成24年度 判定件数

■指定確認検査機関 指定構造計算適合性判定機関の兼務の状況

H24
年度

H24年度 判定件数：
17,369件

H24年度 確認件数：483,211件

○平成24年度 判定件数：12,829件 （約７割） ○平成24年度 判定件数
：4,540件（約３割）

（一財）日本建築センター
(37)

（一財）日本建築設備・
昇降機センター(5)

（財）熊本県建築住宅
センター(1)

（財）神奈川県建築安全
協会(1)

（株）建築構造センター(26)

ビューローベリタス
ジャパン（株）(21)

アウェイ建築評価
ネット（株）(5)

（財）茨城県建築
センター(1)

（財）富山県建築住宅
センター(1)

（財）日本住宅・木材技術
センター(5)

（一財）日本建築総合 （一財）さいたま住宅検査 （公財）三重県建設技術 （株）ジェイ・イー・サポート （財）千葉県建設技術

① 指定構造計算適合性
判定機関の数（都道府
県を含む）

59

② ①のうち都道府県 9 （一財）日本建築総合
試験所(21)

（一財）さいたま住宅検査
センター(5)

（公財）三重県建設技術
センター(1)

（株）ジェイ・イー・サポート
(1)

（財）千葉県建設技術
センター(1)

（株）東京建築検査機構
(13)

日本建築検査協会（株）(4)
（財）山ロ県建築住宅

センター(1)

（財）岩手県建築住宅
センター(1)

NPO静岡県建築技術安心
支援センター(1)

日本ERI（株）(13) （株）建築住宅センター(1)
（財）長野県建築住宅

センター(1)

（一財）福井県建築住宅
センター(1)

北海道立総合研究機構(1)

（株）グッド・アイズ建築 （一財）宮城県建築住宅 （財）鹿児島県住宅・建築 （公財）とちぎ建設技術 （一財）群馬県建築構造技術

② ①のうち都道府県
の数

9

③ ①のうち指定構造
計算適合性判定機
関の数（都道府県を

50
（株）グッド・アイズ建築

検査機構(10)

（ 財）宮城県建築住宅
センター(1)

（財）鹿児島県住宅・建築
総合センター(1)

（公財）とちぎ建設技術
センター(1)

（ 財）群馬県建築構造技術
センター(1)

（一財）ベターリビング(9)
（財）愛知県建築住宅

センター(1)

（財）石川県建築住宅
総合センター(1)

（株）神奈川県建築確認
検査機関(1)

（一財）福島県建築安全
機構(1)

（株）国際確認検査
センター(9)

（一財）福岡県建築住宅
センター(1)

（財）新潟県建築住宅
センター(1)

（株）ビルディングナビ
ゲーショ確認評価機構(1)

（財）秋田県建築住宅
センター(1)

(株)都市住宅評価 （一財）大阪建築防災 （財）沖縄県建設技術

関の数（都道府県を
含まない）

④ ③のうち指定確
認検査機関を兼
ねる機関の数

42
(株)都市住宅評価

センター(8)

（ 財）大阪建築防災
センター(1)

（財）沖縄県建設技術
センター(1)

SGSジヤパン（株）(1)

ハウスプラス確認検査
（株）(7)

（財）兵庫県住宅建築
総合センター(1)

（株）愛媛建築住宅
センター(1)

（財）佐賀県土木建築
技術協会(1)

（一財）住宅金融普及
協会(7)

（公財）東京都防災・建築
まちづくりセンター(1)

ねる機関の数

※（ ）内の数値は指定を受けている都道府県数
H25.3.1時点 32



（４）各都道府県における指定構造計算適合性判定機関の指定申請の受理状況

○「現在 指定数 足り る 「指定権者とし 指導監督が行き届く範囲 指定数とし る 等○「現在の指定数で足りている」「指定権者として指導監督が行き届く範囲の指定数としている」等の
理由により、構造計算適合性判定機関の指定申請がなされても受理をしない都道府県が13（全体の約
３割）ある。

申請がな

■構造計算適合性判定機関の指定申請の受理状況

申請がな

されても、

申請を受

理しない
13

・現在の指定機関数で足りているため

指定申請を受理しない理由

13
28.3%

申請がな

された場

・指定権者として指導監督が行き届く範囲の
指定数としているため 等

された場

合、申請

を受理し

た上で審 ・申請が集中している場合、審査に時間がかかる場

指定数が少ない県における申請者の意見

査を開始
33

71.7%

合がある。

・指定構造計算適合性判定機関に選択の余地がな
く、判定員も限られているため、審査が判定員に左
右される場合がある

※ 構造計算適合性判定機関を指定していない大分県を除く46都道府県を対象に調査（H24国土交通省調べ） 33

右される場合がある。



（４）指定構造計算適合性判定機関の業務体制・事前相談・専門家委員会の実施状況

○ 業務区域を１つの都道府県としている指定構造計算適合性判定機関が42（全体の約７割）ある。○ 業務区域を１つの都道府県としている指定構造計算適合性判定機関が42（全体の約７割）ある。
○ 事前相談を制度化している都道府県及び指定構造計算適合性判定機関が45（全体の約3/4）ある。
○ 専門的な識見を有する者の意見を聴くことの実施体制がある都道府県及び指定構造計算適合性判定
機関が54（全体の約９割）、うちこの５年間で意見聴取を実施した機関が21（約４割）ある。

業務区域としている都道府県の数 1 2～5 6～10 11～19 20以上 計

該当する適判機関数
42

（ ）
4

（ ）
7

（ ）
2

（ ）
4

（ ）
59

■業務区域 ※ H24.9.1時点（国土交通省調べ）

該当する適判機関数
（71%） （７%） （12%） （3%） （7%）

59

備考

日本建築センター（37）
建築構造センター（26）

ビューローベリタスジャパン（21）
日本建築総合試験所（21）

①制度化して
いる

②制度化して
いない1） 計

日本建築総合試験所（ ）

■事前相談制度の実施状況

計 45（76%） 14（24%） 59

適判を行っている
都道府県

3（33%） 6（67%） 9

指定適判機関 42（84%） 8（16%） 50
1）制度化していない理由：非常勤の判定員が多

く、審査体制が未整備なため 等

■専門家委員会（法６条７項 1）等）の実施体制の有無と意見聴取の実績

実施する体制
がある機関

実施する体制
がない機関

合計H19～23年度において
実施した機関 1） 法6条7項「都道府県知事は、特別な構造方法の建築物の計画に

34

計 54（92%） 21（36%） 5（8%） 59（100%）

都道府県 8（88%） 4（44%） 1（12%） 9（100%）

指定構造計算適合性判定機関 46（92%） 17（34%） 4（8%） 50（100%）

ついて第5項の構造計算適合性判定を行うに当たって必要がある
と認めるときは、当該構造方法に係る構造計算に関して専門的な
識見を有する者の意見を聴くものとする。」



（４）構造計算適合性判定を依頼する指定構造計算適合性判定機関の決定方法

○ 申請者の希望通りに構造計算適合性判定機関を決定している特定行政庁は36（全体の約１割） 指○ 申請者の希望通りに構造計算適合性判定機関を決定している特定行政庁は36（全体の約１割）、指
定確認検査機関は44（約５割）ある。

○ 輪番制等の一定のルールに基づき構造計算適合性判定機関を決定している特定行政庁は230（全体の
約８割）、指定確認検査機関は45（約５割）ある。

①申請者の

希望通りに

決定
36

③ランダムに

決定
31

(10%)

③ランダムに

決定
9

(9%)36
(12%)

②一定の

ルールに

基づき

(10%)

特定行政庁

①申請者の

希望通りに

決定
44

②一定の

ルールに

基づき

(9%)

指定確認
検査機関基づき

決定
230
(78%)

44
(45%)

基 き

決定
45

(46%)

○契約している指定構造計算適合性判定機関について予め審査を依頼する順番を決めておき、その順番に従って決定
（輪番制）

一定のルールに基づき決定している場合の決定方法

（輪番制）

○複数指定している適判機関に対して、ほぼ均等な依頼数となるように調整して決定

○都道府県内に適判機関が１機関しかなく、自動的に決定

適 務範 が○適判機関は複数指定されているものの、指定されている業務範囲から判定可能な機関が１機関に自動的に決定 等

※ 特定行政庁（限定特定行政庁を除く297行政庁 ）及び指定確認検査機関 （適判対象物件は業務対象外である機関等を除く98機関）を対象に調査
（H24国土交通省調べ） 35



（４）申請者への指定構造計算適合性判定機関の事前周知の状況

○ 指定構造計算適合性判定機関を確認の事前相談において申請者に知らせている特定行政庁は263（全
体の約９割）、指定確認検査機関は94（約９割強）ある。

○ 事前に知らせていない主な理由としては、事前相談後必ずしも確認申請が出されるとは限らないこ
と 事前相談時と申請時で指定構造計算適合性判定機関が変わる可能性がある等があげられると、事前相談時と申請時で指定構造計算適合性判定機関が変わる可能性がある等があげられる。

■指定構造計算適合性判定機関を確認の事前相談において申請者に知らせている機関の状況

知らせ

指定確認検査機関
事前に知らせていない主な理由

特定行政庁

知らせて

いない
4

(4%)

○ 事前相談後、必ずしも確認申請が提出されると
は限らないため

○ 各指定構造計算適合性判定機関の業務状況を
勘案して機関を決定しているため

知らせて

いない
34

(11%)

知らせている
94

勘案して機関を決定しているため

○ 輪番制であり、事前相談時と申請時で変わる可
能性があるため 等知らせている

263

(11%)

1） 1）

94
(96%)(89%)

3636

※ 特定行政庁（限定特定行政庁を除く297行政庁 ）及び指定確認検査機関 （適判対象物件は業務対象外の機関等を除く98機関）を対象に調査（H24国土交通省調べ）
1） 都道府県内に適判機関が1機関しかなく自動的に決定する場合や、適判機関は複数指定されているものの指定されている業務範囲から判定可能な機関が１機関に自

動的に決定する場合を含む。



（４）共同事前相談の実施状況

○ 構造計算適合性判定を実施している都道府県（全９機関）と指定構造計算適合性判定機関（全50機○ 構造計算適合性判定を実施している都道府県（全９機関）と指定構造計算適合性判定機関（全50機
関）のうち、共同事前相談（※）を実施している機関は３ある。(ただし、平成24年度の実施件数は0件)
※共同事前相談：建築主事又は確認検査員と構造計算適合性判定員とが共同で、申請者と事前相談を行うこと

3
6%

算

■共同事前相談の実施状況

共同事前相談を実施している場合
共同事前相談を実施していない場合の

主な理由

構造計算適合
性判定機関

(n=47)

・三者が遠隔地にあり、調整が困難
・非常勤判定員が多く、体制が未整備
・指定確認検査機関、指定構造計算適
合性判定機関それぞれが事前相談す

【有効性】
・事前相談の段階で認識を共有できる
ため、構造計算適合性判定に係る指
摘に至らない部分が増加

44
94%

るほうが調整が早い
・日程調整が煩雑になり事務量が増加
・遠隔地に出向く場合の費用負担大

等

・別々に事前相談する場合と比べて申
請者側の負担が減少

等

0
【課題】
・設計者が希望する日程の調整が困難
・日程調整が煩雑になり事務量が増加
・地方の指定構造計算適合性判定機

0%

構造計算適合性判定
実施都道府県関との調整が負担大

・遠隔地に出向く場合の費用負担大
等

6
%

実施都道府県
(n=6)

※ 構造計算適合性判定を実施している都道府県及び指定構造計算適合性判定機関 を対象に調査（H25国土交通省調べ）

100%

実施している 実施していない

37



（５）構造計算適合性判定員数（実働）及び判定員の確保状況

○ 平成24年における実働判定員の人数は、常勤判定員は124人（全体の約17％）、非常勤判定員は609○ 平成24年における実働判定員の人数は、常勤判定員は124人（全体の約17％）、非常勤判定員は609
人（全体の約83％）である。

○ 判定員を充分確保していると回答した指定構造計算適合性判定機関が14（全体の約３割）、概ね確
保していると回答したのは27（全体の約５割）ある。

■構造計算適合性判定員の確保状況■実働した構造計算適合性判定員の構成

充分

確保し

ている

不充分

である

9

常勤

判定員
124

(17%) ている

14

(28%)

概ね

(18%)
(17%)

概ね

確保し

ている

27

非常勤

判定員
609

(83%) 27

(54%)

(83%)

38

※ 指定構造計算適合性判適機関50機関の合計

※ H25.6時点（国土交通省調べ）

※ H24.9.1時点（国土交通省調べ）



○ 常勤判定員１人あたりの年間判定件数は98件（平成23年度）で 同件数が50件以上となっている指定

（５）構造計算適合性判定員（常勤・非常勤別）の判定の実績

○ 常勤判定員１人あたりの年間判定件数は98件（平成23年度）で、同件数が50件以上となっている指定
構造計算適合性判定機関が約７割となっている。

○ 一方、非常勤判定員１人あたりの年間判定件数は19件（平成23年度）で、同件数が50件以上となって
いる機関は約１割、特に10件未満となっている機関は約５割となっている。

■常勤判定員1人あたりの判定件数 ■非常勤判定員1人あたりの判定件数

10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0件 18.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0件
約

8.1%

8.1%

30件未満

30～50件未満

12.2%

20.4%

18 4%

5件未満

5～10件未満

10～20件未満

約
５
割

37.8%

21.6%

50～100件未満

100～150件未満

18.4%

22.4%

4.1%

10～20件未満

20～50件未満

50～100件未満

約
７
割 約

１
13.5%150件以上 4.1%100件以上 割

年間判定件数：98件（平成23年度） 年間判定件数：19件（平成23年度）

39
※ 常勤判定員のいる35機関を対象に調査 （H24国土交通省調べ） ※ 非常勤判定員のいる47機関を対象に調査 （H24国土交通省調べ）



（５）構造計算適合性判定の審査体制（常勤・非常勤）別の判定日数等

○構造計算適合性判定の判定体制について、常勤判定員のみで判定した物件数は51%、非常勤判定員のみ
で判定した物件数は32%、常勤・非常勤ペアで判定した物件数は17%となっている。

○常勤又は非常勤判定員１人が従事する物件の平均延べ面積は2,000㎡程度の比較的規模の小さい物件で
あるが ２人以上で判定に従事した物件は規模が大きくなるため 判定日数が長くなっているあるが、２人以上で判定に従事した物件は規模が大きくなるため、判定日数が長くなっている。

0 200 400 600 800 1000 1200 1400
①対象物件の判定に従事した判定員の体制別・判定物件数

1318

768

749

常勤１人のみ

非常勤１人のみ

常勤のみ２人以上

536

672

非常勤のみ２人以上

常勤・非常勤ペア

※

12.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

常勤１人のみ

②対象物件の判定に従事した判定員の体制別・総判定平均日数

2053.3

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 

常勤１人のみ

③対象物件の判定に従事した判定員の体制別・判定物件の平均延べ床面積
※

16.0

15.5

19.8

非常勤１人のみ

常勤のみ２人以上

非常勤のみ２人以上

1558.1

5926.5

3411.3

非常勤１人のみ

常勤のみ２人以上

非常勤のみ２人以上

調査対象：指定構造計算適合性判定機関49機関（都道府県を除く）が平成25年1～3月に判定を行った4,044物件を対象に調査

20.5常勤・非常勤ペア 4807.6常勤・非常勤ペア

40※構造計算適合性判定の求めがあった日から判定結果通知書を交付した日までの日数



（５） 構造計算適合性判定員の年齢構成

○ 判定員（常勤・非常勤）のうち 60歳以上の判定員が819人（全体の約４割） 常勤判定員では77人○ 判定員（常勤・非常勤）のうち、60歳以上の判定員が819人（全体の約４割）、常勤判定員では77人
（約６割）となっている。

○ 構造計算適合性判定を補助する判定補助員は、30代が32人（全体の約３割）、40代未満の合計では
67人（全体の約2/3）となっている。

14
0 7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

判定員

■判定員の年齢構成

判定員は
60歳以上0.7%

0.0%

279
13.5%

13

848
41.1%

40

545
26.4%

51

274
13.3%

26

判定員

(常勤・非常勤)

(n=1,960)

常勤

（n=130） 常勤判定員

60歳以上
が約４割

14
0.7%

10.0%

266
14.5%

30.8%

808
44.2%

39.2%

494
27.0%

20.0%

248
13.6%

（n 130）

6.3％

非常勤

（n=1,830）

88 8％

常勤判定員
は60歳以上

が約６割

88.8％

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60～64歳 65歳以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
■判定補助員の年齢構成

13
12.9%

32
31.7%

22
21.8%

12
11.9%

16
15.8%

6
5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

判定

補助員

（ｎ=101）

4.9％

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60～64歳 65歳以上

4141※ H24.9.1時点（国土交通省調べ）

判定補助員は40代未満が約2/3
（30代は約３割）



○ 確認と構造計算適合性判定の双方の指定を受けている機関（全42機関）において 両部門を物理的に

（６）建築確認部門と構造計算適合性判定部門の分離状況

○ 確認と構造計算適合性判定の双方の指定を受けている機関（全42機関）において、両部門を物理的に
隔てている、両部門の業務を兼務している者がいない等の方法により、組織上両部門を分離している機
関が39（全体の約９割）ある。

○ このうち、両部門の担当者間で相談を行っていることがある等、実態上分離されていない状況もある
機関が15（約４割）ある。

実態上、分離されて
いない場合の組織上、分離できない主な理由

分離して

・独立した部門としての経営は困
難。
＊担当部長・担当者が両部門の業務を

兼務している。

・確認審査業務に携わ
る者が、適判業務の
補助を行っている

主な具体的状況
組織上の分離状況

分離して

いない

3
(7.1%)

兼務している。 補助を行っている

・適判業務に携わる者
に相談を行っている
（逆もあり） 等主な分離方法

分離して

いる 実態上も

実態上

分離され

ていない

状況が

・両部門が物理的に隔てられている。
＊隔壁、家具で仕切っている。
＊窓口を分けて設置している。

＊別フロアー、別建物など執務室が異

実態上の
分離状況

いる

39
(92.9%)

実態 も

分離され

ている

24
(61.5%)

状況が

ある

15
(38.5%)

なる。

・社内規定等に明示・公表している。

・確認と構造計算適合性判定の業務を
兼務している者がいない。

・構造計算適合性判定を要する物件
は、確認の業務対象外としている。

42



○ 確認と構造計算適合性判定の双方の指定を受けている42機関において 構造計算適合性判定の第三

（６）構造計算適合性判定の第三者性・独立性の確保方策の実施状況

○ 確認と構造計算適合性判定の双方の指定を受けている42機関において、構造計算適合性判定の第三
者性を確保するために監視委員会を設置したり、構造計算適合性判定を要する物件を確認の業務対象
外とするなどの独立性確保のための措置をとっている。

○ 指定構造計算適合性判定機関として、年に１回以上は指定権者による立入検査を受けている。
○ また、両部門の独立性に係る内部監査・検査を実施している機関も12機関（全体の約３割）存在し
ている。

■第三者性（公正性）確保のための主な方策

H20
年度

H21
年度

H22
年度

H23
年度

■指定権者（都道府県知事）による立入検査の状況

○監視委員会を設置している

＊第三者による技術的検査、機関の代表者及び担当役員の

立入検査
回数

延べ回数 57 72 63 74
１機関あたり
の平均回数

1.4 1.7 1.5 1.8

延べ人数 161 156 137 141

判定業務引受制限の確認、判定員の従事制限の確認等を
実施している。

○適判を要する案件は確認の業務対象外としている

検査員
延べ人数 161 156 137 141

1回あたりの
平均人数１） 2.8 2.2 2.1 1.9

1） 複数の都道府県が合同で実施した場合は、それぞれ１回と計上している。

＊建築確認部門においては、構造計算適合性判定に係る規
模の物件については業務範囲外としている。

■両部門の独立性に係る内部監査・検査の実施状況

実施している機関：12機関（全体の約３割）
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建築確認と構造計算適合性判定の制度上の業務分担

（６）建築確認と構造計算適合性判定における業務分担の実態

○建築確認（建築主事・指定確認検査機関）（⇒構造計算適合性判定の結果に基づき、最終的に建築主事等が審査。）

・構造（木造、S造、RC造等）毎の仕様規定に係る各階床伏図・構造詳細図等を用いた法適合性の審査
・意匠設計図と構造設計図における構造耐力上主要な部分の位置・形状及び寸法に係る整合性の審査 等

○構造計算適合性判定（都道府県知事 指定構造計算適合性判定機関）○構造計算適合性判定（都道府県知事・指定構造計算適合性判定機関）
・構造設計図における異常・不自然な箇所の有無
・特殊な建築形状等への対応やデータの入力方法等の妥当性の審査 等

※ 具体的な審査すべき事項等については、「確認審査等に関する指針」
（H19国土交通省告示第835号）第一第４項・第二第３項等を参照。

○確認において審査すべき意匠設計図・構造設計図・構造計算書等の間の位置・形状・寸法等の整合性の審査が行われ
ておらず、当該審査項目まで構造計算適合性判定において審査を行っていることが多いとの指摘がある。

確認審査と構造計算適合性判定における実態上の業務分担に係る指定構造計算適合性判定機関からの指摘
※H24国土交通省調べ

審査項目 制度上 実態上

１ 構造種別（木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造等）ごとの仕様規定について、各階床伏図、構造詳細図等を用いて法適合性の審査を行う。 × ×

2 意匠設計図と構造設計図とを比較して 構造耐力上主要な部分の位置 形状及び寸法が整合していることの審査を行う × ○

、 該審 項 構 算 定 審

■構造計算適合性判定における制度上と実態上の業務状況

2 意匠設計図と構造設計図とを比較して、構造耐力上主要な部分の位置、形状及び寸法が整合していることの審査を行う。 × ○

3 構造計算書の固定荷重、積載荷重、積雪荷重、風圧力及び地震力の値が、意匠設計図等に示された内容と整合していることの審査を行う。 ○ ○

【認定プログラムを使用しない場合】
・構造設計図において異常・不自然な箇所がないことの審査を行う。
・建築計画が地震時に用いる計算式の適用方法の範囲内であり、特殊な建築形状・地形等への対応など、データの入力の方法が適切であ
ることの審査を行う。

○ ○

4
ることの審査を行う。

・構造計算書の応力算定結果（フレームの応力図）に異常・不自然な値がないこと等の計算過程の審査を行う。

【認定プログラムを使用する場合】
・建築計画が使用する大臣認定プログラムの適用範囲内であることの審査を行う。
・構造設計図において異常・不自然な箇所がないことの審査を行う。
・提出された電子データに基づき、入力方法等を審査の上、再入力・再計算を行い、エラーメッセージ等がないことの審査を行う。

○ ○

○ ○5 保有水平耐力計算が必要保有水平耐力以上の値になっているか等、計算結果が法令の基準に適合していることの審査を行う。 ○ ○

6 断面計算書に記載されている構造耐力上主要な部分である部材の断面の形状、寸法及び鉄筋の配置と部材断面表の内容とが整合している
ことの審査を行う。

× ○

（出典：『平成19年6月20日施行 改正建築基準法・建築士法及び関係政省令等の解説』より） 44



建築物の規模 構造計算ル ト 手続き

（７）構造計算と構造計算適合性判定の概要

建築物の規模

大臣⑤ 時 刻 歴 応 答 解 析

構造計算ルート 手続き

超高層建築物 建築

構造設計一級建築士の関与

大臣
認定

⑤ 時 刻 歴 応 答 解 析超高層建築物 +
高さ６０ｍ超

建築
確認

④ 限 界 耐 力 計 算

③保有水平耐力計算（ルート３）

大規模建築物

木造 高さ 又は軒高 超
建築 +

構造計算
適合性判定

③保有水平耐力計算（ル ト３）

②許容応力度等計算（ルート２）

木造：高さ１３ｍ又は軒高９ｍ超
鉄骨造：階数４以上／階数３以下で

高さ１３ｍ又は軒高９ｍ超
ＲＣ造：高さ２０ｍ超 等

高さ３１ｍ超の建築物は不可

確認
+ 適合性判定

(ピアチェック)

※ただし、任意に構造計算ルート②～④とし

①許容応力度計算 （ルート１）中規模建築物
※ルート１でも大臣認定
プログラムを使用した場
合は構造適合性判定の対

建築
確認

※ただし、任意に構造計算ル ト② ④とし
た場合の中規模建築物を含む。

木造：３階以上又は延べ面積５００㎡超
木造以外：２階以上又は延べ面積２００㎡超
組積造：高さ１３ｍ又は軒高９ｍ超 等

合は構造適合性判定 対
象となる

確認

建築
小規模建築物 （構造計算不要）

建築
確認

※プレハブ住宅については、型式部材等製造者認証や図書省略制度の活用により、建築確認に係る構造等の
審査及び構造計算適合性判定が省略されている。 45



○ 大規模な建築物の部分にエキスパンションジョイントで接続された小規模な部分は、簡易な構造計算で済むにも関
わらず 構造計算適合性判定の対象とな ている

（参考）各種手続きの課題の概要

わらず、構造計算適合性判定の対象となっている。

例）
エキスパンションジョイント

【エキスパンションジョイントで建築物の２つの部分が接続されている場合】【別棟の場合】

ルート３

ルート１

ルート３

ルート１

建築物全体として構造計算適合性判定の対象
構造計算適合性判定

対象外
構造計算適合性判定

対象 建築物全体として構造計算適合性判定の対象の対象外の対象

○ 法第８６条の７の規定により既存不適格建築物の増改築を行う場合、令第１３７条の２で定める増改築の範囲にお
いて、新築時には構造計算適合性判定の対象となる構造計算を行う場合であっても、構造計算適合性判定の対象とは
ならない。

例） 【別棟の場合】 【既存不適格建築物に増築する場合】

ルート３

（新築）
（既存不適格建築物）

ルート３

エキスパンションジョイント

（既存不適格建築物）
（増築）

ル ト３
耐震診断

基準

構造計算適合性判定
の対象外

構造計算適合性判定
の対象

ルート３
耐震診断
基準

建築物全体として構造計算適合性判定の対象外

○ 法第８６条の８の規定に基づく全体計画の認定は構造計算適合性判定の対象ではないため、建築確認の手続きでは
構造計算適合性判定の対象となる構造計算を行う場合であっても、特定行政庁において、その妥当性を検証すること
になっている。

【手続きの流れ】
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【手続きの流れ】
工
事
完
了

確認検査１
（構造計算方法に応
じて構造計算適合性

判定が必要）

確認検査２
（構造計算方法に応
じて構造計算適合性

判定が必要）

計画の認定
（構造計算方法によら
ず、構造計算適合性判定
の対象とはならない）



一次設計 二次設計

弾性解析 弾性解析 ― （弾）塑性解析

（参考）鉄筋コンクリート造の建築物に係る主な審査事項（耐震関係）

計算ルート
高さ制限
適判要否

弾性解析 弾性解析 ― （弾）塑性解析

中規模地震 中規模地震 大規模地震

許容応力度
の確認

層間変形角の確認 剛性率・偏心率の確認
壁・柱量の確認

部材のせん断設計
終局状態を考慮した検討(左記以外）

ルート１
（許容応力

高さ≦20m
適判：不要

許容応力度
の確認

①壁・柱量の確認
（Σ2.5α・Aw＋Σ0.7α・Ac≧Z・W・Ai）

度計算）
適判：不要 の確認

②部材のせん断設計

ルート２－１
（許容応力
度等計算）

高さ≦31m
（高さ／幅≦4）

適判：必要

許容応力度
の確認

層間変形角の確認
① 剛性率の確認

② 偏心率の確認

①壁・柱量の確認
（Σ2.5α・Aw＋Σ0.7α・Ac≧0.75Z・W・Ai）

②部材のせん断設計

ルート２－２
（許容応力
度等計算）

高さ≦31m
（高さ／幅≦4）

適判：必要

許容応力度
の確認

層間変形角の確認
① 剛性率の確認

② 偏心率の確認

①壁・柱量の確認
（Σ1.8α・Aw＋Σ１.8α・Ac≧Z・W・Ai）

②部材のせん断設計

ルート２－３
（許容応力

高さ≦31m
（高さ／幅≦4）

許容応力度
確認

層間変形角の確認
① 剛性率の確認

○ 部材のせん断設計
【全体崩壊型の崩壊メカニズムの確保】
梁 端部 曲げ破壊 外が生じな とを確かめる

（許容応力
度等計算）

（高さ／幅≦4）
適判：必要

の確認
層間変形角の確認

② 偏心率の確認
○ 部材のせん断設計

梁の端部の曲げ破壊以外が生じないことを確かめる。

ルート３
高さ≦ 許容応力度

① Fsの算出（剛性率）

【保有水平耐力に基づく安全性の確認】
①建物の崩壊状態における破壊部位・形式を求める。
②崩壊状態に至る時の水平力（保有水平耐力）Quを求める。
③破壊部位・形式に応じて、低減係数Dsを求める。ル ト３

（保有水平
耐力計算）

高さ≦60m
適判：必要

許容応力度
の確認

層間変形角の確認
① Fsの算出（剛性率）

② Feの算出（偏心率）
○ 部材のせん断設計

③破壊部位 形式に応じて、低減係数Dsを求める。
④剛性率・偏心率を計算し、それらを元に割増係数Fesを算出
する。
⑤Ds、Fesを元に建物の必要保有水平耐力Qunを算出する。
⑥Qu≧Qunを確認する。
※高さ／幅＞4⇒転倒の検討追加

【安全限界変位に基づく安全性の確認】

限界耐力
計算

高さ≦60m
適判：必要

損傷限界耐力以下
損傷限界変位の各階の高さ

に対する割合の確認
○ Feの算出（偏心率）

①代表変位の1.5倍の変位において崩壊し
ないこと（ヒンジ部材）

②ルート３と同様のせん断設計によること（非
ヒンジ部材）

①各階の保有水平耐力時における変形量（安全限界変位）を
求める。

②建物の崩壊状態を求め、その状態における各階の耐力と
変形及び質量に基づき安全限界固有周期Tsを求める。

③Ts、地盤条件等を元に地震により建築物に作用する加速
度Saを求める。

④建築物の地上部分の加速度の分布係数Bsi、振動の減衰
による加速度の低減率Fhを求める。

⑤Sa、Bsi、Fh等を元に各階に作用する地震力Psiを求める。
⑥Psi≦保有水平耐力を確認する。
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（参考）鉄骨造の建築物に係る主な審査事項（耐震関係）

一次設計 二次設計

弾性解析 弾性解析 （弾）塑性解析

計算ルート
高さ制限
適判要否

弾性解析 弾性解析 ― （弾）塑性解析

中規模地震 中規模地震 大規模地震

許容応力度
の確認

層間変形角の確認 剛性率・偏心率の確認
各種応力割増し
脆性破壊の防止

終局状態を考慮した検討(左記以外）

ル ト１ １

高さ≦13m
軒高≦9m
階数≦3 ①地震力割増しによる許容応力度の確認ルート１－１

（許容応力
度計算）

階数≦3
スパン≦6m
延べ面積
≦500m2

適判：不要

許容応力度
の確認

①地震力割増しによる許容応力度の確認
②保有耐力接合の確認
③冷間成形角形鋼管柱の応力割増し

高さ≦13m
軒高≦9m

ルート１－２
（許容応力
度計算）

階数≦2
スパン≦12m

延べ面積
≦500m2

(平家：3000m2)
適判：不要

許容応力度
の確認

○ 偏心率の確認

①地震力割増しによる許容応力度の確認
②保有耐力接合の確認
③冷間成形角形鋼管柱の応力割増し
④局部座屈、柱脚の破断等の防止

ルート２
（許容応力
度等計算）

高さ≦31m
（高さ／幅≦4）

適判：必要

許容応力度
の確認

層間変形角の確認
① 剛性率の確認

② 偏心率の確認

①保有耐力接合の確認
②局部座屈、柱脚の破断等の防止
③筋かいの応力割増し
④冷間成形角形鋼管柱の耐力比確保

【保有水平耐力に基づく安全性の確認】
①建物の崩壊状態における破壊部位・形式を求める

ルート３
（保有水平
耐力計算）

高さ≦60m
適判：必要

許容応力度
の確認

層間変形角の確認
① Fsの算出（剛性率）

② Feの算出（偏心率）

①冷間成形角形鋼管柱の応力割増し
②冷間成形角形鋼管柱の耐力比確保

①建物の崩壊状態における破壊部位・形式を求める。
②崩壊状態に至る時の水平力（保有水平耐力）Quを求める。
③破壊部位・形式に応じて、低減係数Dsを求める。
④剛性率・偏心率を計算し、それらを元に割増係数Fesを算出す
る。
⑤Ds、Fesを元に建物の必要保有水平耐力Qunを算出する。
⑥Qu≧Qunを確認する。
※高さ／幅＞4⇒転倒の検討追加※高さ／幅＞4⇒転倒の検討追加

限界耐力
計算

高さ≦60m
適判 必要

稀に発生する
地震動に対し
て建築物の地
上 地下部分が

損傷限界変位の各階の高さ
に対する割合の確認 ○ Feの算出（偏心率）

①代表変位の1.5倍の変位において崩壊し
ないこと（ヒンジ部材）

② ト と同様のせん断設計による と（非

【安全限界変位に基づく安全性の確認】

①各階の保有水平耐力時における変形量（安全限界変位）を求
める。

②建物の崩壊状態を求め、その状態における各階の耐力と変形
及び質量に基づき安全限界固有周期Tsを求める。
③Ts、地盤条件等を元に地震により建築物に作用する加速度Sa

計算 適判：必要 上・地下部分が
損傷しないこと

を確認

に対する割合の確認 ○ Feの算出（偏心率）
②ルート３と同様のせん断設計によること（非

ヒンジ部材）

③Ts、地盤条件等を元に地震により建築物に作用する加速度Sa
を求める。
④建築物の地上部分の加速度の分布係数Bsi、振動の減衰によ
る加速度の低減率Fhを求める。
⑤Sa、Bsi、Fh等を元に各階に作用する地震力Psiを求める。
⑥Psi≦保有水平耐力を確認する。
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３．仮使用承認制度の実態

（１）仮仕様承認制度（ｐ50）

（２）仮仕様承認件数の推移（ｐ51）

（３）指定確認検査機関と特定行政庁の確認件数の状況（ 52）（３）指定確認検査機関と特定行政庁の確認件数の状況（ｐ52）

（４）仮仕様承認制度の合理化・迅速化に向けた近年の取組み（ｐ53）

（５）テナントビル等における仮使用承認事例の調査結果（ｐ54）（５）テナントビル等における仮使用承認事例の調査結果（ｐ54）

（６）テナントビル等における仮使用承認事例の調査結果（ｐ55）
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（１）仮使用承認制度の概要

○ 工事完了前の建築物は原則として使用は禁止されているが、工事中にその一部を使用しようとする場合には、特定行
政庁の仮使用の承認を受ける必要がある。

【仮使用承認制度創設の背景】

昭和４７年５月の大阪千日デパ トビル火災や昭和４８年１１月の熊本大洋デパ トビル火災など 新築建物で 部工事が完了した場

○ 仮使用承認の審査にあたっては 火災の危険性が高い工事中に建築物を使用する場合の災害を防止する上で 在館者の安

昭和４７年５月の大阪千日デパートビル火災や昭和４８年１１月の熊本大洋デパートビル火災など、新築建物で一部工事が完了した場

合や既存建物で増改築等を行っている場合に、建物の一部を使用するケースが増加し、そのような状況下での火事等により、多数の死者

を生じる災害が発生するに至ったことから、これを未然に防止するための措置として、昭和５１年に建築基準法を改正。

○ 仮使用承認の審査にあたっては、火災の危険性が高い工事中に建築物を使用する場合の災害を防止する上で、在館者の安
全な避難が行えるか、工事部分からの火災の発生及び拡大を防止するための安全対策が適切に講じられているかを判断する
ため、次のような審査基準を設けている。

【仮使用承認の審査基準の基本的な考え方】【仮使用承認の審査基準の基本的な考え方】
① 仮使用部分が防火避難等に係る必要な安全性能を有している（仮使用部分が一定の建築基準関係規定に適合している）

こと
② 仮使用部分とその他の部分とが防火上有効に区画されていること
③ 工事計画に応じて、工事に使用する火気、資材等の管理の方法、防火管理の体制等が適切に計画されていること③ 工事計画に応じて、工事に使用する火気、資材等の管理の方法、防火管理の体制等が適切に計画されていること
〈具体の審査内容例〉
・工事用資材等の搬入及び搬出が仮使用部分に与える安全上等の影響がないか（個別の計画に応じて、搬出入経路、建物利用者動線、工事や建物利
用の時間帯、資材等の搬出入量・仮置場等を勘案して判断）
・工事により機能の確保に支障を生じる避難施設等についてその代替措置が適切なものとなっているか（個別の計画に応じて、代替措置の内容、工事期
間・時間帯、利用者数等を勘案して判断）
・火気使用等の特性に応じて、出火危険防止措置が適切なものとなっているか（個別の計画に応じて、火気使用等の種類、利用場所・利用方法、管理場
所・管理方法等を勘案して判断）
・火災予防対策や災害発生時の対策等の防火管理体制が適切なものとなっているか（個別の計画に応じて、防火管理者・防火担当者が受け持つ業務内
容等を勘案して判断）

○ 上記の審査基準のうち、③（防火管理体制等が適切に計画されていること）については、個別に裁量性のある判断が必
要であり、現在、指定確認検査機関は仮使用承認を行うことができないこととされている。
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（２）仮使用承認件数の推移

○ 仮使用承認の総件数については近年減少傾向にある。

【仮使用承認の件数の推移】

745,770

752,536

740,008 733,933

700,000

800,000

4,000

4,500
（確認件数）（仮使用承認件数）

2,936
2,626 2,742 2,747 2,728

628,314 590,817

533,941

578,066 585,606

500,000

600,000

3,000

3,500

2,595
2,334 2,408 2,394 2,369

1 986

2,288

1,974 2,033 1,981

300,000

400,000
2,000

2,500

1,986

1,601
1,649

1,594

341 292 334 353 359 373 384 387 100 000

200,000

,

500

1,000

1,500

341 292 334 353 359 302 373 384 387

0

100,000

0

500

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

法第7条の6に係る仮設使用承認件数

法第18条に係る仮使用承認件数

仮設使用承認件数（合計）

確認件数（計画変更を除く）
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（３）特定行政庁・指定確認検査機関における確認件数の状況

○ 平成23年度の建築確認件数約59万件のうち、特定行政庁の建築主事が約2割、指定確認検査機関が
約8割を担っている。

○ 平成23年度に借使用承認をした約1,800件のうち、特定行政庁の建築主事が約55％、指定確認検査機
関が約45 を担 る関が約45％を担っている。

■平成23年度の建築確認の状況 ■平成23年度に仮使用承認をした建築物等
の建築確認の申請先

特定

行政庁

の建築確認の申請先

特定

行政庁

指定確認

検査機関

786

101,386

17％

979

55％

45％
指定確認

検査機関

484 220484,220

83％

※平成23年度に仮使用承認された1 789件のうち

（国土交通省調べ）

※平成23年度に仮使用承認された1,789件のうち
未回答の24件を除く。
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（４）仮使用承認制度の合理化・迅速化に向けた近年の取組み

■規制・制度改革に係る対処方針 仮使用承認に係る手続きの迅速化に係る技術的助言を発■規制 制度改革に係る対処方針
（平成23年4月8日閣議決定）

賃貸用オフィスビルなどで、未入居部分に本来必要のな
い暫定的な内装仕上げを施して完了検査を受けるという無
駄を余儀なくされるとの指摘も踏まえ 消防設備や避難経

仮使用承認に係る手続きの迅速化に係る技術的助言を発
出（「仮使用承認に係る手続の迅速化について」平成24年3月30日付
け国住指第4252号）

○ テナント未入居部分の内装工事以外完成している場合等駄を余儀なくされるとの指摘も踏まえ、消防設備や避難経
路等については全て工事が完了し、安全上、防火上及び避
難上支障がないことが合理的に判断できる場合であって、
テナント未入居部分のみが、壁や床などの内装工事を残し
工事完了している場合に係る仮使用承認手続の迅速化な

○ テナント未入居部分の内装工事以外完成している場合等
の仮使用承認に係る審査の合理化（建築基準関係規定へ
の適合性の審査方法の明確化等）

○ 標準処理期間の目安の設定（21日（事前相談を含め30
日））

どについて検討を行い、結論を得る ＜平成23 年度検討・
結論＞

■規制・制度改革に係る対処方針

））

■規制・制度改革に係る対処方針
（平成24年7月10日閣議決定）

特定行政庁が行うことができる仮使用承認について、テ
ナント未入居部分における壁や床、天井などの内装工事
のみを残し 消防設備や避難経路等については全て工事

○ 仮使用承認制度のあり方について、社会資本整備審議会

建築分科会建築基準制度部会で審議を行う。

のみを残し、消防設備や避難経路等については全て工事
が完了している場合に関して、審査の効率化を図るため、
具体的な基準を策定することなどにより民間の指定確認
検査機関の活用に向け法改正を含めて検討を行い、結論
を得る。＜平成24 年度検討・結論＞

仮使用承認に係る手続きの迅速化に係る技術的助言を発
出、テナントビル等に係る仮使用承認の事例を公表（「仮使
用承認に係る手続の迅速化について」平成25年3月29日付け国住指

第4845号）
を得る。＜平成24 年度検討 結論＞

上記の場合に係る仮使用承認事例を収集・整理し、公表
することなどにより、地方公共団体に対して、仮使用承認

○ テナント等の決定に伴う追加の仮使用承認に係る審査の

合理化（建築基準関係規定への適合性の審査の合理化、

標準処理期間の目安の設定（ 14日（事前相談を含め21

日））する となどにより、地方公共団体に対して、仮使用承認
手続の迅速化に資する技術的助言を行う。
＜平成24 年度措置＞

○ 工事に係る搬出入経路と仮使用部分の使用者の使用経

路・避難経路とが重複又は交差しない場合の審査の合理化

等
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（５）テナントビル等における仮使用承認事例の調査結果（H25.3.29公表）

調査内容調査内容

全特定行政庁に対し、平成１９年度～平成２３年度（過去５年間）に承認した、テナント未入居部分における壁や床、天井などの内装工
事のみを残し、消防設備や避難経路等については全て工事が完了している場合の仮使用承認の事例調査を実施。

調査結果

■事例９４件について、仮使用部分における使用者の安全確保及び火災等の災害発生時の避難施設等の機能確保の観点（仮使用承
認基準③に関連）から分類・整理を行った結果は以下のとおり。

パターン 計画の分類
実績
件数

仮使用部分における使用者の使用経路及び避難経路と 資材等の搬出入経路が

パターン②～⑥は、仮使

用部分における使用者
①

仮使用部分における使用者の使用経路及び避難経路と、資材等の搬出入経路が
重複または交差している事例

48件

②
工事中部分が避難階のみにあり、仮使用部分における使用者の使用経路及び避
難経路と、資材等の搬出入経路が独立している事例

28件

用部分における使用者

の使用経路及び避難経

路の安全が確保されて

いると判断できる事例と

して 平成24年度技術

③
仮使用部分が避難階のみにあり、仮使用部分における使用者の使用経路及び避
難経路と、資材等の搬出入経路が独立している事例

4件

④
工事中部分と仮使用部分が避難階のみにあり、仮使用部分における使用者の使
用経路及び避難経路と 資材等の搬出入経路が独立している事例

11件
仮使用承認基準③の

審査事項のうち、資材

して、平成24年度技術

的助言で提示。

用経路及び避難経路と、資材等の搬出入経路が独立している事例

⑤ 工事中部分が仮使用部分を有する建築物とは独立する建築物の事例 2件

⑥ 工事中部分が外構工事のみの事例 1件

審査事項のうち、資材

等の搬出入等の安全

確保の計画に関する

審査を省略可能

（注１）件数については、調査の結果、図面等の関連資料で内容を確認できた事例を対象としている。
（注２）件数は物件単位で整理しており、平成１９～２３年度に複数回の仮使用承認を行った物件については、１事例として取り扱っている。
（注３）９４件の分類・整理は、図面等に基づき分析・整理したものである。 54



（６）テナントビル等における仮使用承認事例の調査結果（H25.3.29公表）

＜パターン例＞

仮使用部分における使用者の使用経路及び避難経路と、資材等の搬出入経路が重複または交差して
いる事例（パターン①）

道路

＜イメージ図＞

（テナント未定）

階段
EV

店舗

EV

階段・ＥＶ、出入口部分

等において、仮使用部
分（1階,2階,4階）の使用

者の経路と 工事中部

道路
G.L.

1階平面図断面図

店舗

店舗

者の経路と、工事中部
分（3階）の資材等の搬
出入経路が重複する。

工事中部分が避難階のみにあり、仮使用部分にお
ける使用者の使用経路及び避難経路と、資材等の
搬出入経路が独立している事例（パターン③）

工事中部分が仮使用部分を有する建築物とは独立す
る建築物の事例（パターン⑤）

道路
＜イメージ図＞ 駐車場

Ｂ店舗
（テナント未定）

道路

道路

＜イメージ図＞

（テナント未定）

（テナント未定）

（テナント未定）

階段

店舗

駐車場

道路

Ａ店舗

店舗

道路

避難階

G.L.

1階平面図断面図
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４．計画変更（軽微な変更含む）の実態

（１）計画変更の手続き（ｐ58）

（２）計画変更の確認件数の推移（ｐ59）

（３）計画変更の平均回数（ｐ60）

（４）軽微な変更・計画変更の対象となる具体事例（ｐ61）

（５）テナントビルにおける建築確認手続きの例（ｐ62 ｐ63）（５）テナントビルにおける建築確認手続きの例（ｐ62～ｐ63）
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（１）計画変更の手続き

○ 建築確認では、建築する建築物の間取りや内装材料に至る具体的な計画を申請することとされてい
る。

○ 建築確認を受けた建築物の計画の変更（以下「計画変更 ）を行う場合には 定の軽微な変更※を○ 建築確認を受けた建築物の計画の変更（以下「計画変更」）を行う場合には、一定の軽微な変更※を
除き、計画変更の確認を受ける必要がある。

※ 計画変更後も建築物の計画が建築基準関係規定に適合することが明らかな一定の計画の変更は、軽微な変更に該当し、計画変更の確認は
不要となる不要となる。

計
計
画 計

計
画

【建築確認手続きにおける確認・検査のフローの例】

建
築
確
認

着

工

計
画
変
更

①

画
変
更
の
確
認

工
事
再
開

中
間
検
査

工
事
再
開

計
画
変
更

②

画
変
更
の
確
認

工
事
再
開

完
了
検
査

竣

工

① 認
①

② 認
②

一定の軽微な変更の場合 一定の軽微な変更の場合

軽
微
な
変

確
認
不

工
事
続
行

軽
微
な
変

確
認
不
要

工
事
続
行

変
更
①

要 行
変
更
②

要 行
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（２）計画変更の確認件数の推移

○ 計画変更の総件数については近年減少傾向にある。
○ 平成23年度における計画変更の確認件数約4.4万件のうち、建築主事が全体の２割、指定確認検査機関が

全体の８割を担っている。

（確認件数）（計画変更の確認件数）

【計画変更の確認件数の推移】

855,333 
820,065 

747,394 
723,958 

745,770 

752,536 
740,008 

733,933 

628 314
700,000

800,000
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100,000

120,000

75,033

65,168
79,624

71,375
65,820

71,217
65,150

68,177
77,138

73,076

55,835

628,314 
590,817 

533,941 
578,066 

585,606 

400 000

500,000

600,000

60,000

80,000

64,310
61,078

49,539
44,802

28,20116 281

26,415
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40,094

48,937 48,156

36,489
33,25432,422

35,508

47,445
42,993 45,096

200,000

300,000

400,000

20 000

40,000

34,663
28,083

28,201
24,920

19,346
14,191

10,571
9,588858

4,591
10,297

16,281

0

100,000

0

20,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（Ｈ24年国土交通省調べ）

建築主事による計画変更確認件数

指定確認検査機関による計画変更確認件数

計画変更確認件数（合計）

確認件数（計画変更を除く）
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○ 計画変更を行 た建築物 計画変更 平均回数は 回 ある

（３）計画変更の平均回数

○ 計画変更を行った建築物の計画変更の平均回数は1.08回である。
○ 5万㎡以上の建築物を除いて、規模が大きくなるほど計画変更の回数が増える傾向にある。

■建築物の計画変更の平均回数（建築物の規模別）

1,000㎡未満
1,000㎡以上
5,000㎡未満

5,000㎡以上
10,000㎡未満

10,000㎡以上
50,000㎡未満

50,000㎡以上 全数

■建築物の計画変更回数の分布（建築物の規模別）

, 未満 , 未満 , 未満

計画変更回数
（平均）

1.06 1.16 1.25 1.28 1.07 1.08

86%

95%

12%

4%

2%

0%

1,000㎡以上5,000㎡未満

1,000㎡未満
1回

2回

■建築物の計画変更回数の分布（建築物の規模別）

81%

84%

86%

14%

11%

12%

3%

3%

2%

10,000㎡以上50,000㎡未満

5,000㎡以上10,000㎡未満

, , 満

3回

4回

5回

6回

94%

96%

5%

3%

1%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全数

50,000㎡以上 7回

8回

9回
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

※平成25年１月～３月の３ヶ月の間に検査済証の交付を行った案件のうち、計画変更手続きがなされた事例（建築物のみ）10,678件を集計

※１機関のみ未回答



（４）軽微な変更・計画変更の対象となる具体事例

軽微な変更とは、建築基準法施行規則第3条の2第1項第1～15号に該当するものであり、かつ、建築基準関係

軽微な変更の具体事例 計画変更の具体事例

規定に適合することが明らかなものとされている。

構造

・ＲＣ造の柱・梁等の配筋や断面形状の変更、継手や仕口
の変更（部材の強度又は耐力が減少しない場合）
・小梁の位置の変更（小梁及び当該小梁に接する大梁以外
に応力度の変更がなく、部材の安全性が許容応力度計算
に確認できる場合）

・全体架構モデルの再計算を要する変更

単体

に確認できる場合）

防火・避難

・準不燃材料から不燃材料又は準不燃材料への変更
・間仕切り壁の位置の変更（主要構造部及び防火上主要な
もの以外のもの）

・不燃材料から準不燃材料への変更
・間仕切り壁の位置の変更（主要構造部又は防火
上主要なもの）

規定

建築設備

・ダクトの長さ変更（換気システム全体としての性能を低下
させない場合）
・排煙設備や非常用照明装置等の材料、位置、能力の変

・ダクト長さの変更（換気システム全体としての性能
を低下させる場合）

・排煙設備や非常用照明装置等の材料、位置、能
更（性能が低下する変更以外のもの） 力の変更（性能が低下する場合）

一般構造
・天井高さの変更
・開口部の位置や大きさの変更（採光及び換気に有効な面
積が増加する場合）

・開口部の位置や大きさの変更（採光及び換気に
有効な面積が減少する場合）

積 増加する場合）

集団規定
・道路に接する敷地部分の長さの変更（変更後に道路に接
する部分が２ｍ以上である場合以外）

・建築物の位置の変更
・建築物の高さや形状変更に伴う天空率の計算の

変更

その他 建築面積が減少する場合の建築面積の変更 建築面積が増加する場合の建築面積の変更その他
（複数の規定に係る

ものなど）

・建築面積が減少する場合の建築面積の変更
・床面積の合計が減少する場合の床面積の変更
・類似の用途相互間の用途変更

・建築面積が増加する場合の建築面積の変更
・床面積の合計が増加する場合の床面積の変更
・類似の用途相互間以外の用途変更、用途の追加
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（５）テナントビルにおける建築確認手続きの例

プロジェクトの概要
・構造・階数 ： 鉄骨（ＣＦＴ）造、一部ＳＲＣ造・ＲＣ造、地上２４階・地下４階

・延床面積 ： 約１１７，０００㎡

・用途 ： 事務所、店舗、展示場、集会場、診療所、自動車車庫

建築確認申請から竣工までの流れ

用途 事務所、店舗、展 場、集会場、診療所、自動車車庫

2010.
1 5 9

2011.
1 5 9

2012.
1 5 9

2013.
1

評定（避難）
評定（耐火）
評定（構造）
大臣認定
確認申請
軽微な変更
報告

確認申請 第１回計画
変更申請

第２回計画
変更申請

第３回計画
変更申請

確認済
証交付 確認済

証交付
確認済
証交付

確認済
証交付

主に事業者とテ主に事業者・施

着工 竣工

変更申請

中間検査中間検査 中間検査

証交付

（主に事業者とテナントの意向）
ナントの意向工者の意向

完了検査
検査済
証交付

中間検査合格証交付

中間検査
合格証交付

中間検査
（基礎）

中間検査
（鉄骨建て方）
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（５）テナントビルにおける建築確認手続きの例

【主な計画変更のイメージ】

建築確認時の計画 第3回計画変更後の計画

【当初段階】 【最終段階】

店舗間間仕切り壁

青字：第1,2回計画変更
黒字：第3回計画変更

【 】

店舗間間仕切り壁
位置、仕様の変更
（防火区画→防煙
区画）

店舗区画・厨房区画位置の変更、厨
房区画の中止、店舗内レイアウトの
追加（客席等） ）

店舗
厨房

店舗
店舗

店舗
厨房

ダクトスペースの位
置変更による間仕
切り壁の変更

防火区画設置

間仕切り
壁・建具位

仕様変

厨房

ｴｽｶﾚｰﾀｰ

EV EV

吹抜

厨房

店舗

EV

ｴｽｶﾚｰﾀｰ

EV EV

吹抜

店
舗

厨房

厨房

廊下→室に変更、

間仕切り壁・扉位

EV

防煙区画→防火

防火区画
位置変更

置、仕様変
更

ｴｽｶﾚｰﾀｰ

EV EV

吹抜

店舗
店
舗

店舗

店舗 ｴｽｶﾚｰﾀｰ

EV EV

吹抜

医療
施設

店舗内に

間仕切り壁・扉位
置・仕様の変更（防
煙区画→防火区
画）

階段

防煙区画→防火
区画に変更

EV 店舗舗 EV 店舗 店舗内に
下階との
連絡階段
設置

店舗間仕切り壁の中止、
用途変更、
医療施設想定プランの追加、
排煙設備の中止 外壁位置の変更 店舗避難ル トの
排煙設備の中止

※その他、防火区画・防煙区画等の位置変更等を行っている。

外壁位置の変更、
間仕切り壁位置の
変更

店舗避難ルートの
設定
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５．昇降機の確認審査

（１）昇降機等の建築確認の内容（ｐ64）

（２）昇降機等の建築確認の現状（ｐ65～ｐ67）

（３）昇降機の制動装置 制御器等の例（ 68）（３）昇降機の制動装置、制御器等の例（ｐ68）

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 63



（１）昇降機等の建築確認の内容

エレベーターの建築確認の内容エレベーターの建築確認の内容エレベ タ の建築確認の内容エレベ タ の建築確認の内容

審査する内容 確認申請時に提出を求められる図書

確認の申請は、下記の図書及び書類により基準に適合
しているか審査する。

・各階平面図

エレベーターの安全確保のため技術基準

・かご及びかごを支える主要な支持部分の
強度基準 ・各階平面図

・床面積求積図
・エレベーターの仕様書
・エレベーターの構造詳細図（安全装置の構造図や

強度基準
・かごの耐衝撃基準
・昇降路の防耐火基準
・駆動装置及び制御器の制御能力に係る基準

制御盤回路図等が含まれる）
・エレベーターのかご、昇降路及び機械室の断面図
・エレベーター強度検証法により検証した際の計算書
・エレベーターの荷重を算出した際の計算書

・機械室の構造基準
・安全装置の制動能力

・エレベ タ の荷重を算出した際の計算書
・地震その他の震動又は風圧に対する安全性に関する

規定に適合することの確認に必要な図書
・エレベーターの使用材料

（建築基準法第６条第１項により規定）
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エレベーターの審査の現状

（２）昇降機等の建築確認の現状

構造強度等の審査
◎強度計算書に記載されている計算過程の結果の数
値が法規に適合しているか、強度計算書の数値と図
面等の記載内容が整合しているか審査することが求
められている15% 62% 23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定行政庁 められている。

ⓐ求められている審査が行われている特定行政庁は
１５％、指定確認検査機関１２％

ⓑ強度計算書の数値の審査とその数値と図面等の記

主要な支持部分等及び
独立してかごを支え、
又は吊ることが出来る
部分の強度計算書

15%

12%

62%

52%

23%

34% 2%

特定行政庁

指定確認検査機関
ⓑ強度計算書の数値の審査とその数値と図面等の記
載内容の整合性を一部審査している特定行政庁は６
２％、指定確認検査機関５２％

ⓒ強度計算書の数値の審査のみをしている特定行政
庁は２３％、指定確認検査機関３４％

ⓐ強度計算書数値と図面等の審査 ⓑ強度計算書数値と一部図面等の審査

ⓒ強度計算書の数値のみ審査 未回答

安全装置の審査

◎安全装置設置の「有無」とその安全装置が法規上
の性能を満たしているか審査することが求められて
いる。

◎安全装置 性能 は 構造 制御盤回路等

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ⓒ強度計算書の数値のみ審査 未回答

◎安全装置の性能については、構造、制御盤回路等
を審査し判断する必要がある。

ⓐ装置の「有無」と製品型番 制御盤の回路や装置

安全装置とは、
・出入口への自動停止装置
・床合せ補正装置
・駆動装置動力の調節装置
・かご戸及び乗り場戸のドア

2% 39% 60%特定行政庁

ⓐ装置の「有無」と製品型番、制御盤の回路や装置
の構造を審査している特定行政庁は２％、指定確認
検査機関０％

ⓑ装置の「有無」と装置の製品型番を審査している
特定行政庁は３９％、指定確認検査機関４０％

ⓒ装置の「有無 のみを確認し いる特定行政庁は

かご戸及び乗り場戸のドア
スイッチ等告示で性能が規
定されているもの

40% 60%指定確認検査機関

ⓐ「有無」 製品型番と性能を制御盤回路等で審査 ⓒ装置の「有無」のみを確認している特定行政庁は
６０％、指定確認検査機関６０％

ⓐ「有無」、製品型番と性能を制御盤回路等で審査

ⓑ「有無」と製品型番で審査

ⓒ｢有無｣を確認

数値については四捨五入しているので合
計は１００％にならない
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（２）昇降機等の建築確認の現状

遊戯施設の審査の現状

◎構造計算書に記載されている計算過程の結果の数
値が法規に適合しているか、構造計算書の数値と図
面等の記載内容が整合しているか審査することが求

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※指定確認検査機関については、遊戯施設の審査をしていないとの回答が大半であったので、特定行政庁についてのみ分析をした。

面等の記載内容が整合しているか審査することが求
められている。

ⓐ求められている審査が行われている特定行政庁は
１５％

構造計算書の審査
15% 54% 31%特定行政庁

１５％

ⓑ構造計算書の数値の審査と一部の図面等で整合性
を審査している特定行政庁は５４％

ⓒ構造計算書の数値のみ審査している特定行政庁は
３１％

ⓐ構造計算書と図面等の審査
ⓑ構造計算書と一部の図書等の審査
ⓒ構造計算書の数値のみ審査

◎安全装置についての記載内容とその装置が法規上
の性能を満たしているか審査することが求められて

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる。

◎安全装置の性能については、構造を審査し判断す
る必要がある。

非常止め装置や
シートベルト等告

安全装置の審査

6% 50% 44%特定行政庁

ⓐ求められている審査が行われている特定行政庁は
６％

ⓑ装置の記載内容と位置等を図面で審査している特
定行政庁は５０％

シ トベルト等告
示で性能が規定さ
れているもの

ⓐ記載内容と性能を満たしている審査

ⓑ記載内容と図面等で審査

ⓒ装置の記載内容のみ審査している特定行政庁は
４４％

ⓒ記載内容のみ審査
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昇降機等の技術的内容に詳しい職員の数

（２）昇降機等の建築確認の現状

機

0 20 40 60 80 100 120
組織数

■特定行政庁における職員数の分布

75

81

100

0 20 40 60 80 100 120

0人

1人

2 4人
■特定行政庁・指定確認検査機関

建築確認申請を実際
に審査している職員
で昇降機等の技術的
内容に詳しい職員数 25%

4% 4%

100

11

11

2～4人

5～7人

8人以上

における組織数分布

25%

40%

0人

1人

2～4人

5～7人

昇降機等とは、エレベー
ター、エスカレーター及
び遊戯施設をいう

特定行政庁

組織数

■指定確認検査機関における職員数の分布

27%

40%

特定行政庁・指定確認検査機関

8人以上
び遊戯施設をいう。

「技術的内容に詳しい職
員数」という設問に対し
て、回答者の判断のうえ
回答があったもの。

16

16

0 10 20 30 40 50

0人

1人

昇降機等の技術的内容に詳しい職員
が０人の特定行政庁・指定確認検査

回答 あ たも 。

43

5

4

2～4人

5～7人

8人以上 が０人の特定行政庁・指定確認検査
機関が２５％である

人以

指定確認検査機関
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（３）昇降機の制動装置、制御器等の例

建築基準法令の規定の概要
制動装置（駆動装置のブレーキ） ・荷重の変動によりかごの停止位置が著しく移動しないこと

・動力が切れたときに惰性による原動機の回転を自動的に停止する

制御器 床合わせ補正装置 ・かごの停止位置が着床面から一定の範囲を超えるおそれがある場合

に、位置を補正することができるもの

かごの戸のスイッチ ・戸が閉じた後、かごを昇降させるもの

かご内・上の停止スイッチ ・保守点検を安全に行うために必要な制御ができるもの

安全装置 調速機 ・かごの速度が定格速度の1.3倍を超えないうちに動力を自動的に切る

装置

かご非常止め装置 ・かごの降下する速度が定格速度の1.3倍を超えた場合に、1.4倍を超

えないうちにかごの降下を自動的に停止する装置

ファイナルリミットスイッ

チ及びリミットスイッチ

・かご等が昇降路の底部に衝突しそうになった場合に衝突しないうち

にかごの昇降自動的に制御し、及び制止する装置

緩衝器 ・ストロークが一定の数値以上

戸開走行保護装置 ・かごの停止位置が著しく移動した場合等にかごを制止する装置

地震時等管制運転装置 ・地震等の加速度を検知し 自動的にかごを昇降路の出入口の戸の位地震時等管制運転装置 地震等の加速度を検知し、自動的にかごを昇降路の出入口の戸の位

置に停止させる等

外部への連絡装置 ・停電等の非常時に、かご内からかご外へ連絡することができる装置

はかり装置 積載荷重に1 1倍の荷重が作用した場合に 出入口の戸の閉鎖を自動

68

はかり装置 ・積載荷重に1.1倍の荷重が作用した場合に、出入口の戸の閉鎖を自動

的に制しする等

停電灯装置 ・停電時に、床面で1ルクス以上の照度を確保する照明装置



６．定期調査・検査報告制度及び維持保全

（１）定期報告の概要等（ｐ70～ｐ71）

（２）建築物の所有者等による適切な維持保全等（ｐ72～ｐ74）

（３）発生事故における定期検査の実施状況（ 75 76）（３）発生事故における定期検査の実施状況（ｐ75～ｐ76）

（４）昇降機の適切な維持管理に関する指針等について（ｐ77～ｐ78）
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定期報告（建築基準法第12条関係）の概要

（１） 定期報告

○ 特定行政庁が特殊建築物等、昇降機等及び排煙設備等の建築設備を指定し、これらの建築物等の所有者・
管理者に対し、定期的に専門技術を有する資格者に調査・検査をさせ、その結果を特定行政庁へ報告するこ
とを義務付けている。

○ 定期報告をすべきであるのにしなか た場合又は虚偽の報告を行 た場合は 罰則の対象（100万円以下○ 定期報告をすべきであるのにしなかった場合又は虚偽の報告を行った場合は、罰則の対象（100万円以下
の罰金）となる。

対 象 調査／検査の内容 特定行政庁 の報告の時期

＜定期報告制度の対象及び調査内容等＞

対 象 調査／検査の内容 特定行政庁への報告の時期

特殊建築物等 劇場、映画館、ホテル、百貨店等の特殊建築物等
で特定行政庁が指定するもの

外壁のタイルに剥落等がないか、防火戸が撤去さ
れていないか等について、目視、打診等により調
査

概ね半年から３年の間で特
定行政庁の定める時期

昇降機等 特定行政庁が指定する昇降機及び遊戯施設 ブレーキパッドや主索が摩耗していないか等につ 概ね半年から１年の間で特

（指定対象件数：約27万8千件）

昇降機等 特定行政庁が指定する昇降機及び遊戯施設 ブ キ ッドや主索が摩耗していないか等に
いて目視、作動確認、機器測定等により検査

概ね半年から１年の間で特
定行政庁の定める時期

排煙設備等の建
築設備

劇場、映画館、ホテル、百貨店等の特殊建築物の
換気設備、排煙設備等の建築設備で特定行政庁が
指定するもの

機械換気設備の換気量が適切か、排煙設備が適切
に作動するか等について目視、作動確認、機器測
定等により検査

（指定対象件数：約78万5千件）

（指定対象件数：約32万件）

・一級建築士委託
建築物の所有者

関連データ ○ Ｈ24定期報告状況
特殊建築物等：71.2％、昇降機等 ：94.7％、排煙設備等の建築設備：68.3％

特定行政庁が指定する特殊建築物等、

昇降機等及び排煙設備等の建築設備

・二級建築士
・国土交通大臣が定める資格を有する者※

委託

調査／検査

建築物の所有者
（所有者と管理者が異なる場合には管理者）

※ 国土交通大臣が定める資格を有する者として、「特殊建築
物等調査資格者」、「昇降機検査資格者」、「建築設備検
査資格者」があり それぞれ国土交通大臣の登録を受けた昇降機等及び排煙設備等の建築設備

特定行政庁

必要に応じて
違反是正指導等結果を報告

査資格者」があり、それぞれ国土交通大臣の登録を受けた
「登録調査資格者講習」、「登録昇降機検査資格者講習」、
「登録建築設備検査資格者講習」を修了することにより資
格を取得できる。
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（参考）定期報告に係る調査・検査を行う資格者及びその処分等

資格名 根拠条文 資格者になる方法
調査等の結果が粗雑で

あった場合の処分

一級建築士 建築士法第4条 一級建築士試験の合格、国土交通大臣の免許 国土交通大臣が戒告、業務停止命令
又は免許取り消し（建築士法10条）

二級建築士 建築士法第4条 二級建築士試験の合格、都道府県知事の免許 都道府県知事が戒告、業務停止命令
又は免許取り消し（建築士法10条）

国土交通 建築基準適合 建築基準法第5条 建築基準適合判定資格者検定の合格、国土交通大臣の 国土交通大臣が確認検査業務の禁止
大臣が定
める資格
者

判定資格者 登録 又は登録を消除（建築基準法77条の
62）

特殊建築物調 建築基準法施行規則 欠格事項（告示356号）に該当しないこと、かつ、 資格の失効
査資格者 第4条の20 登録調査資格者講習の修了 （欠格事項を定める告示356号第５号

に該当）
※処分規定なし

昇降機検査資
格者

建築基準法施行規則
第4の20第2項

欠格事項（告示356号）に該当しないこと、かつ、
登録昇降機検査資格者講習の修了

資格の失効
（欠格事項を定める告示356号第５号
に該当）
※処分規定なし

建築設備検査
資格者

建築基準法施行規則
第4の20第3項

欠格事項（告示356号）に該当しないこと、かつ、
登録建築設備検査資格者講習の修了

資格の失効
（欠格事項を定める告示356号第５号
に該当）
※処分規定なし
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（２）建築物の所有者等による適切な維持保全

維持保全の努力義務（建築基準法第8条関係）の概要

○ 建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法な状態に維持す
るように努めなければならない。

○ 特殊建築物等で特定行政庁が指定するものの所有者又は管理者は、その建築物の敷地、構造及び建築設備
を常時適法な状態に維持するため、国土交通大臣が定めた指針に沿って、必要に応じ、特殊建築物等の維持
保全に関する準則又は計画を作成する等適切な措置を講じなければならない。

関連データ
維持保全に関する準則又は計画の作成状況：約18％

※国土交通省が特定行政庁に対してH23.6に実施したサンプル調査
（平成22年度に特定行政庁へ報告された定期報告書の抽出調査）より

○ なお、日本百貨店協会、(社)日本病院会、(社)日本ビルヂング協会連合会及び(社)日本ホテル協会の会員企業（回答数53社）に対する
アンケート調査(H23.10)によれば、約６割の企業においてほぼ全ての所有建築物について、約２割の企業において一部の所有建築物につ
いて維持保全計画を作成している

維持保全に関する準則又は計画の作成状況：約18％ （平成22年度に特定行政庁へ報告された定期報告書の抽出調査）より

いて維持保全計画を作成している。

＜維持保全計画への記載事項＞＜計画的な維持保全の実施状況＞

15% 51%

34%

維持保全の実施体制

建築物の利用計画

＜維持保全計画の作成状況＞

70%

15%

70%

38%

28%

51%

点検

占有者に対する指導等

維持保全の責任範囲

維持保全の実施体制

62%17%

21%

ほぼ全ての所有建築物について実施 13%

45%

51%

79%

計画の変更

資金計画

図書の作成、保管等

修繕

ほぼ全ての所有建築物について作成

72※日本百貨店協会、(社)日本病院会、(社)日本ビルヂング協会連合会、(社)日本ホテル協会の会員企業（回答数53社）に対するアンケート調査より(H23.10)

ほぼ全ての所有建築物について実施

一部の所有建築物について実施

計画的な維持保全は実施していない

6%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

計画の変更ほぼ全ての所有建築物について作成

一部の所有建築物について作成

維持保全計画は作成していない



（２）昇降機の適切な維持保全

昇降機の維持保全（建築基準法第9条 第12条関係）の概要昇降機の維持保全（建築基準法第9条、第12条関係）の概要

○ 昇降機は、定期的に適切な保守点検等を実施し、適法な状態に維持されていることについて特定行政庁へ報告する必

要がある。

○ 日常的な維持保全においては ｢昇降機の維持及び運行の管理に関する指針｣を周知し 行政指導により昇降機安全対○ 日常的な維持保全においては、｢昇降機の維持及び運行の管理に関する指針｣を周知し、行政指導により昇降機安全対

策の徹底を推進している。

所
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定期検査報告

法第12条第3項

報告を求める

依頼

定期検査

保守点検

法第9条

是正命令

法第12条第5項

・平成１８年６月、港区のマンションのエレベーター出入口で、男性がエ
レベーターから降りようとしたところ、戸が開いたままの状態でエレ

者 者定期検査報告 定期検査 是正命令

＜事故事例①：港区における戸開走行事故＞
・平成２０年１２月、京都市の共同住宅の油圧式エレベーター出入口で、

女性がエレベーターから降りようとしたところ、戸が開いたままの状
態でエレベ タ が下降し 乗降口の床とかごの上部に腰部を挟ま

＜事故事例②：京都市における戸開走行事故＞

タ ら降りよう 、戸 開 まま 状態
ベーターが上昇し、乗降口の上枠とかごの床部分の間に挟まれ死亡。

・保守点検業者のうち、事故機の製造者以外の２社は、当該機種の保守点
検マニュアルを保有しておらず、保守点検に関する技術情報が組織的に
共有されていなかったと考えられる。

・また、不具合の発生頻度が極めて高く、所有者、管理者及び保守点検業

態でエレベーターが下降し、乗降口の床とかごの上部に腰部を挟ま
れ、骨盤を骨折する重傷。

・本事故は、作動油の逆流を防止する部分に微細な異物が混入したことに
より、油圧ジャッキの作動油が逆流したことが原因と考えられる。

・事故後の調査において作動油の逆流の原因となるような異物の存在は確
認できなかったが オイルフィルタ の目の粗さが適切ではなかった
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者による不具合への対応が極めて不十分であったと考えられる。

・適切な技術情報に基づく保守点検及び不具合についての原因究明や適切
な処置が行われていれば、本事故を未然に防止できた可能性。

認できなかったが、オイルフィルターの目の粗さが適切ではなかった
他、作動油が汚れていたことにより異物の混入の可能性が高まった状
態にあった。

・作動油については１０年を経過しているとして交換を勧めていたが、交
換、修理は実施されていなかった。



（２）遊戯施設の適切な維持保全・運行管理

遊戯施設の維持保全・運行管理（建築基準法第9条 第12条関係）の概要遊戯施設の維持保全・運行管理（建築基準法第9条、第12条関係）の概要

○ 遊戯施設は、建築基準法上準用工作物として客席部分の構造等の技術基準への適合が必要であり、また、適切な保守

点検等により適法な状態に維持されていることについて定期的に検査し特定行政庁へ報告するとともに、適切な運行管理

体制の確保が必要である体制の確保が必要である。

○ 遊戯施設に関する運行管理については、国土交通省から『「遊戯施設の運行管理規程」の作成の手引き』を周知し、行

政指導により遊戯施設の安全対策の徹底を推進している。

維 持 保 全 監 督
「法」：建築基準法運 行 管 理
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＜事故事例① 大阪府エキスポランドにおける事故事例＞ ＜事故事例②：文京区東京ド ムシティアトラクシ ンズにおける事故事例＞

政
庁

管
理
者

理
者
・

者
等運行・報告等

・平成19年5月、車軸の疲労破壊を把握せず運行を行い、客席の車
輪を支える車軸が折れ、車輪がレールから外れ、車体が傾き被害
者が鉄柵に頭を強打し死亡した。

当時 車軸の保守点検方法として超音波探傷試験によることはＪ

＜事故事例①：大阪府エキスポランドにおける事故事例＞

・平成23年1月、安全バーの装着を目視で確認したに過ぎなかったた
め、安全バーがロックされていないまま発車させ被害者が転落した。
（東京ドーム報告）。
東京ド ムの運行管理規定では 個別のアトラクションに

＜事故事例②：文京区東京ドームシティアトラクションズにおける事故事例＞
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・当時、車軸の保守点検方法として超音波探傷試験によることはＪ
ＩＳに基づく検査標準のみに定められており、告示化されていな
かった。（事故後告示化を実施）

・東京ドームの運行管理規定では、個別のアトラクションに
ついての記述が設けられておらず、安全装置の確認方法に関する
具体的な規定は設けられていなかった。



（３）発生事故における定期検査の実施状況

事故発生場所 最終定期検査日 事故発生日 期間事故発生場所 最終定期検査日 事故発生日 期間

港区シティハイツ竹芝 平成１７年 ９月２７日 平成１８年 ６月 ３日 ８か月前

京都市左京区共同住宅 平成２０年 ３月 ６日 平成２０年１２月 ８日 ９か月前

東京都帝都典禮ビル 平成２０年 ３月２１日 平成２１年 ２月１６日 １０か月前

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

東京都帝都典禮ビル 平成２０年 ３月２１日 平成２１年 ２月１６日 １０か月前

千葉市内複合施設 平成２１年１０月１９日 平成２２年１０月 ７日 １１か月前

東京大柏キャンパス 平成２２年 ７月２９日 平成２２年１１月１１日 ５か月前

株式会社マルエツ鎌ヶ谷大仏店 平成２２年 ５月１４日 平成２３年 ３月 ６日 ９か月前

東京メトロ有楽町線平和台駅 平成２２年 ９月 ７日 平成２３年 ７月２６日 １０か月前

株式会社マルエツ本郷店 平成２３年 ５月１２日 平成２３年１０月１５日 ５か月前

アパホテル金沢駅前 平成２４年 ２月 ７日 平成２４年１０月３１日 ８か月前

ダ遊
戯
施
設

東京ドーム サンダードルフィン 平成２２年１０月 ７日 平成２２年１２月 ５日 １か月前

東京ドーム 舞姫 平成２２年１０月１２日 平成２３年 １月３０日 ３か月前

東京都練馬区 としまえん 平成２３年 ３月１８日 平成２３年 ３月２９日 ０か月前

0 3月前

＜定期検査の実施時期＞

0-3月前

4-6月前

7-9月前

10 12月前
0% 20% 40% 60% 80% 100%

10-12月前
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（３）昇降機・遊戯施設の事故原因

平成18年6月3日から平成24年10月31日までに発生したエレベーター及び遊戯施設の事故のうち事故調査報平成18年6月3日から平成24年10月31日までに発生したエレベ タ 及び遊戯施設の事故のうち事故調査報
告書が公表された12件について、事故の原因及びそれに対する意見の内容の抽出を行い、構造の問題と維持管理
の問題に区分して整理した。

平成１８年から平成２４年までに発生した重大事故１２件のうち事故の原因の一つとして、定期検査に関する問題が指摘され
た事故は５件ある。これらの事故についての事故報告書等を踏まえ、次のような定期検査報告関係の見直しを行った。

・シティハイツ竹芝エレベーター事故 ：定期検査の検査項目、検査方法の細分化・具体化、検査結果の判断基準の定量化
を規定を規定。

・平和台エレベーター主索破断事故 ：主索の内部損傷によるさびの判断基準及び検査方法を規定。
・帝都典禮ビルエレベーター事故 ：施錠装置のロック機構及び劣化の状況の検査事項等を追加し規定。
・東京大学柏キャンパスエレベーター事故：ブレーキ手動開放装置（手巻きハンドル等）の設置の状況の検査事項等を追加し

規定。
石川県内エレベ タ 戸開走行事故 ：事故機と同様のブレ キの構造特性を持つ機種の詳細な検査内容 検査間隔を規・石川県内エレベーター戸開走行事故 ：事故機と同様のブレーキの構造特性を持つ機種の詳細な検査内容、検査間隔を規

定する予定。
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（４）昇降機の適切な維持管理に関する指針等について

エレベ タ 保守 点検業務標準契約書（案）の構成昇降機の適切な維持管理に関する指針（案）の構成

昇降機の適切な維持管理に関する指針（案）の概要

第1 目的

エレベーター保守・点検業務標準契約書

1. 総論等 第1条（総則）、第2条（用語の定義）

エレベーター保守・点検業務標準契約書（案）の構成昇降機の適切な維持管理に関する指針（案）の構成

第2 用語の定義

第3 基本的考え方

第4 関係者の役割と責任

第5 定期的な保守・点検

2. 契約方式等 第3条（本契約の対象となるエレベーター及び契約方式等）、
第4条（委託業務費等の負担及び支払い方法）

3. 債務等 第5条（受託者の債務）、第6条（委託者の債務）、第7条（第
三者への再委託）

第5 定期的な保守・点検

第6 不具合の発生時の対応

第7 事故・災害の発生時の対応

第8 昇降機の安全な利用を促すための措置

4. 業務内容等 第8条（作業時間帯）、第9条（遠隔監視、遠隔点検）、第10条
（業務担当者）、第11条（作業報告書等）、第12条（書類の貸
与等）

5. 守秘義務等 第13条（守秘義務）、第14条（個人情報の保護）

6 損害賠償等 第15条（権利義務の譲渡等の禁止） 第16条（受託者の債務
第9 定期検査等

第10 文書の保存・引継ぎ等

第11 保守点検業者の選定の考え方

第12 保守点検業者に対する情報提供

6. 損害賠償等 第15条（権利義務の譲渡等の禁止）、第16条（受託者の債務
不履行責任）

7. 契約解除等 第17条（契約の解除）、第18条（暴力団等排除条項）

8. 契約更新等 第19条（本契約の有効期間）、第20条（契約の更新）、第21
条（委託業務費等の変更）第12 保守点検業者に対する情報提供

第13 保守点検業者の知識・技術力等の評価

第14 保守点検契約に盛り込むべき事項

別表１ 昇降機事故報告書

9. その他事項 第22条（誠実義務等）、第23条（合意管轄裁判所）、第24条
（特記事項）

エレベーター保守・点検業務標準仕様書

1. 一般共通事項 1.業務条件 2.保守・点検共通事項 3.故障時の対応 4.消
別表2 保守点検業者の選定に当たって留意すべき事項のチェックリスト

別表3 保守点検契約に盛りこむべき事項のチェックリスト

1. 般共通事項 1.業務条件 2.保守 点検共通事項 3.故障時の対応 4.消
耗品 5.取替え又は修理の範囲 6.適用 7.その他 8.ツー
ル

2. 特記事項（任意） 9.特記事項

○点検項目・点検内容 表1.1（a）ロープ式エレベーター（リレー制御）、表1.1（b）ロー
プ式 ベ タ （ イ 制御） 表 油 式 ベ タプ式エレベーター（マイコン制御）、表1.2油圧式エレベーター、
表1.3機械室なしエレベーター、表1.4非常用エレベーター

○取替・修理の範囲 表2取替・修理の範囲
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（４）遊戯施設の維持保全計画書・運行管理規程の作成手引きについて

「遊戯施設の維持保全計画書」の作成手引き 「遊戯施設の運行管理規程」の作成手引き

関係者の責任範囲、図書や記録類の保管、点検や部品
交換等の時期、予定される費用等についてあらかじめ
明確に整理をし、安全に関わる維持保全を遺憾なく実

「遊戯施設の維持保全計画書」の作成手引き

遊戯施設の所有者等が、遊戯施設の運行業務の管理及
び運転に関して、関係者の役割分担と事故発生時等緊
急時における対応方法、その他必要な事項を定めるこ

「遊戯施設の運行管理規程」の作成手引き

明確に整理をし、安全に関わる維持保全を遺憾なく実
施することを目的とするもの。

遊戯施設の維持保全計画書に記述すべき事項

（1） 対象とする遊戯施設の名称、維持保全管理者等に関す

遊戯施設の運行管理規定に記述すべき事項

（1） 対象とする遊戯施設の名称

急時における対応方法、その他必要な事項を定めるこ
とにより安全確保を図ることを目的とするもの。

る事項

（2） 遊戯施設の概要に関する事項

（3） 維持保全の実施体制に関する事項

（2） 運行業務における役割分担

（3） 始業・終業点検

（4） 図書の作成及び保管に関する事項

（5） 点検・検査に関する事項

（4） 運行日誌

（5） 利用者に対する注意事項の掲示

（6） 運転者の遵守事項
（6） 保守・部品交換に関する事項

（7） 事故・リコール情報等に関する事項

（8） 維持保全に要する費用の年次計画に関する事項

（6） 運転者の遵守事項

（7） 運行の中止等の基準

（8） 緊急体制
（8） 維持保全に要する費用の年次計画に関する事項

（9） その他維持保全に必要な事項
（9） 事故発生時の措置

（10） 特定行政庁への報告

（11） 教育及び訓練

（12） その他運行管理に必要な事項
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６．建築物の事故等に対する調査体制

（１）昇降機・遊戯施設事故に関する事故調査体制（ｐ80）

（２）社会資本整備審議会昇降機等事故調査部会の事故調査実績（ｐ８1～ｐ８3）

（３）参照条文（ ８4）（３）参照条文（ｐ８4）

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 79



昇降機 遊戯施設に関する重大な事故等 発生

（１）昇降機・遊戯施設事故に関する事故調査体制

○事故調査体制

社会資本整備審議会に昇降機等事故調査部会（部会長 向
殿政男明治大学理工学部教授）をＨ２２年１２月設置し、昇降
機 遊戯施設等の事故再発防止の観点からの事故発生原因解

昇降機・遊戯施設に関する重大な事故等の発生

昇降機等事故調査部会委員による現地調査
機、遊戯施設等の事故再発防止の観点からの事故発生原因解
明、事故再発防止対策等に係る調査・検討を実施

必要に応じ緊急点検等の実施

社会資本整備審議会

昇降機等事故調査部会委員による事故原因の
検討調査

計画部会ほか２部会

昇降機等事故調査部会

公共用地分科会ほか５分科会

昇降機等事故調査部会による調査結果を取りま
とめ公表
（事故原因、再発防止に向けた意見）

公共用地分科会ほか５分科会

建築分科会

建築物等事故・災害対策部会

対策 会 会

再発防止策（基準の改定等）の実施

アスベスト対策部会ほか５部会

○部会による調査対象

昇降機等の構造、維持保全又は運行管理に起因した事故で

①利用者の死亡事故
②利用者が死亡した事故ではないが 機器の異常等により利用

○事故調査実績（H２５．２．１）
（※前身の昇降機等事故対策委員会における調査を含む）

部会において、これまで３５件（昇降機２４件、遊戯施

設１１件）の事故調査を実施

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

②利用者が死亡した事故ではないが、機器の異常等により利用
者に重大な被害を及ぼすおそれのある事故又は不具合

設１１件）の事故調査を実施
これまで１３件について調査結果をとりまとめ公表
（うち１１件について詳細な報告書をとりまとめ）

80※ 現在は国に調査権限がなく、特定行政庁の協力の下、任意に調査を実施している。



件 名 事 故 概 要 調査の状況

H25.2.1

（２）社会資本整備審議会昇降機等事故調査部会の事故調査実績①

件 名 事 故 概 要 調査の状況

1 東京都内エレベーター事故

（シティハイツ竹芝エレベーター事故）

平成18年6月3日、男性がエレベーターから降りようとしたところ、戸が開いたままの状態

でエレベーターが上昇し、乗降口の上枠とかごの床部分の間に挟まれ死亡。

報告書作成

（H21.9.8公表）

2 東京都内エレベーター事故

（帝都典禮ビルエレベーター事故）

平成21年2月16日、男性が1階乗り場床から約4ｍ下の昇降路のピットに転落し死亡。 報告書作成

（H22.12.1公表）

3 京都府内エレベーター事故

（京都市左京区共同住宅エレベーター事故）

平成20年12月8日、女性がエレベーターを1階から4階まで使用し、エレベーターの戸が開

いたので降りようとしたところ扉が開いたまま突然降下し、乗り場床とかごの出入口の上

部に挟まれ重傷。

報告書作成

（H23.6.9公表）

4 千葉県内エレベーター事故

（東京大学柏キャンパスエレベーター事故）

平成22年11月11日、19人乗りのエレベーターに1階から18人が乗り込んだところ戸開の状

態で降下し 既に生じていた床段差で1名が軽傷。

報告書作成

（H23 6 9公表）（東京大学柏キャンパスエレベ タ 事故） 態で降下し、既に生じていた床段差で1名が軽傷。 （H23.6.9公表）

5 千葉県内エレベーター事故

（千葉市内複合施設エレベーター事故）

平成22年10月7日、巻上機主軸が折損し、綱車が巻上機架台に落下。その衝撃でかごの非

常止め装置が作動し、かごは停止した。（事故時のかご内は無人で人的被害なし）

報告書作成

（H24.1.12公表）

6 東京都内コースター事故

（文京区内遊園地コースター転落事故）

平成23年1月30日、マッドマウス型のコースターに乗車していた男性1名が、約8ｍ下のコ

ンクリート地面に転落し死亡。

報告書作成

（H24.1.12公表）

7 東京都内エレベーター事故

（平和台駅エレベーター主索破断事故）

平成23年7月26日、被害者がエレベーターに乗って上昇中に、エレベーターの3本ある主索

全てが破断し非常停止した。被害者は、左肘及び左でん部の打撲。（全治2週間）

報告書作成

（H24.1.12公表）

8 東京都内コースター事故

（練馬区内遊園地コースター挟まれ事故）

平成23年3月29日、コースター乗車中に乗客が足を車両の外に出し、同乗者が引き戻そう

としたが車両とプラットフォームの間に挟まれ被災した。（全治6ヶ月）

報告書作成

（H24.6.6公表）

9 東京都内コースター事故 平成22年12月5日 走行中のジェットコースターから折損したボルト（径12mm長さ26 報告書作成9 東京都内コ スタ 事故 平成22年12月5日、走行中のジェットコ スタ から折損したボルト（径12mm長さ26
㎝）が落下し、地面で跳ねたあと女子児童（9）の腹部に当たり軽傷。

報告書作成

（H24.9.3公表）

10

11

千葉県内エレベーター事故

（千葉県内手動扉エレベーター転落事故）

平成23年3月6日、手動扉のエレベーターにおいて、１階にエレベーターが停止していた際、

被害者が２階から扉を開けて乗車しようとしたところ、扉が開き、昇降路内のかご上に転

落した。（尾てい骨にひび、全治３週間） 報告書作成

平成23年10月15日、手動扉のエレベーターにおいて、被害者が１階から乗り込もうとした

ところ、エレベーターのかごが１階に着床しておらず、そのまま昇降路に転落した。（全

治約１ヶ月）

（H24.9.3公表）

12 東京都内エスカレーター事故 平成21年4月8日、男性が、エスカレーター横の吹き抜けの1階床に墜落し死亡。 調査終了

（H24 4 3HP掲載）（H24.4.3HP掲載）

13 東京都内エレベーター事故 平成23年11月5日、自動車用エレベーターで、地下1階から1階に移動中、1階の床から90㎝
のところでエレベーターの床と地下１階のドアフレームの間に頭を挟まれ死亡。

調査終了

（H24.6.13HP掲載）

※昇降機等事故調査部会設置（H22.12月設置）以降の調査対象事故は２７件。なお、部会設置以前においては社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・
災害対策部会昇降機等事故対策委員会の調査対象事故を掲載。 81



件 名 事 故 概 要 調査の状況

H25.2.1

（２）社会資本整備審議会昇降機等事故調査部会の事故調査実績②

件 名 事 故 概 要 調査の状況

14 東京都内エスカレーター事故 平成20年8月3日、地上1階から地上4階へ上るエスカレーターが急停止し、利用者約50名
が転倒。

調査中

15 大阪府内エレベーター事故 平成22年10月3日、被害者が当該住宅のエレベーターに乗り込んだところ、上昇を開始

し、最上階を約50cm過ぎた位置で停止し閉じ込められた。その際、肘を擦りむく怪我を 調査中

した。

16 栃木県内コースター事故 平成23年5月24日、ホーム手前で停止すべきところを停止しないでホームに進入して急

停止し、乗客が頸椎捻挫。
調査中

17 奈良県内エレベーター事故 平成23年9月18日、利用者が4階からエレベーターに乗り、1階に向かったところ、通常

の着床位置より下がった位置で急停止したことにより 転倒した （腰椎圧迫骨折）
調査中

の着床位置より下がった位置で急停止したことにより、転倒した。（腰椎圧迫骨折）

18 福島県内段差解消機事故 平成23年11月8日、1階から2階に上がるために利用する、車椅子用段差解消機の昇降路

内で、被害者が利用していた車椅子とともに倒れていた。（頭部骨折）
調査中

19 神奈川県内エスカレーター事故 平成23年12月21日、駅前の地上階から2階の改札階へ向かう上りのエスカレーターに

乗っていた女性がハンドレールに指を挟まれ重傷。
調査中

20 熊本県内パラシュートタワー事故 平成24年1月2日、降下中のパラシュートタワーのうちの一機が減速が不十分なまま着地

し、乗客のうち1名が首のねんざ、1名が腰痛の負傷をおった。（軽傷）
調査中

21 東京都内エレベーター事故 平成24年2月6日、荷物用エレベーター（自動上開き扉）において、１階から荷物の搬入

をしていた作業者が転落し死亡。
調査中

22 山梨県内コースター事故 平成24年4月29日 車両のボルトの一部（直径12mm×80mm）が落下し 園内を歩い22 山梨県内コースター事故 平成24年4月29日、車両のボルトの一部（直径12mm×80mm）が落下し、園内を歩い

ていた来場者にぶつかり、額上部を負傷した。
調査中

23 千葉県内コースター事故 平成24年5月28日、コースターが乗り場から動き出した際、1名の乗客の安全バーが上

がった状態であったことから、乗客が降りて負傷した。
調査中

24 群馬県内コースター事故 平成24年6月17日、コースター走行中に乗客の男児（6歳）が転落し、右腕骨折などによ
調査中

り重傷。
調査中

25 山形県内ウォーターシュート事故 平成24年6月17日、搬器2台が一緒に斜面を降下し、水路部分で減速した搬器に後続の搬

器が追突し、乗客が負傷した（軽傷）。
調査中

26 北海道内コースター事故 平成24年6月27日、走行中のコースターの乗物が減速せずにホームに進入し、ホームで

待機していた他の乗物に追突し 乗客の女児（6年生）が負傷した（軽傷）
調査中

待機していた他の乗物に追突し、乗客の女児（6年生）が負傷した（軽傷）。

27 東京都内エスカレーター事故 平成24年8月5日、駅のホーム階から改札口へ向かう上りエスカレーターが急停止した。

（人的被害なし）
調査中

※昇降機等事故調査部会設置（H22.12月設置）以降の調査対象事故は２７件。なお、部会設置以前においては社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・
災害対策部会昇降機等事故対策委員会の調査対象事故を掲載。 82



件 名 事 故 概 要 調査の状況

H25.2.1

（２）社会資本整備審議会昇降機等事故調査部会の事故調査実績③

件 名 事 故 概 要 調査の状況

28 東京都内エスカレーター事故 平成24年8月5日、駅のホーム階から改札口へ向かう上りエスカレーターが急停止した。

（人的被害なし）
調査中

29 埼玉県内コースター事故 平成24年9月30日、コースターの２両目前列右側の安全バーのロックが運転中に解除さ

れた。乗客はそのままホームまで到着した。（人的被害なし）
調査中

30 石川県内エレベーター事故 平成24年10月31日、被害者がエレベーターに乗り込もうとしたところ、戸が開いている

状態でかごが上昇し、かごと乗り場に挟まれ死亡。

調査中

（H25.2.8HP中間

報告公表）

31 福島県内小荷物専用昇降機 平成24年11月27日、被害者が3階にて手動扉を開いたところ、かごが無く台車とともに1

階に停止していたかご上に転落した 右前腕部損傷(脱臼)等
調査中

階に停止していたかご上に転落した。右前腕部損傷(脱臼)等

32 愛知県内小荷物専用昇降機 平成24年12月2日、従業員が店舗1階にかごがある状態で、かご内を清掃していたところ、

何らかの原因でかごが上昇し、上半身を挟まれ死亡。
調査中

33 千葉県内エスカレーター事故 平成24年12月3日、ホームから改札口へ向かう上りエスカレーターの駆動チェーンが破

断し、停止後、男女約25名が乗ったまま逆送した。（軽傷）
調査中

34 京都府内小荷物専用昇降機 平成24年12月19日、被害者がビール瓶のケースとともに、1階の出し入れ口の戸が開い

た状態で昇降路ピット部に転落しているのが発見された。（死亡）
調査中

35 東京都内エレベーター事故 平成25年1月25日、戸が閉まったがエレベーターが動かず、約２０秒後に戸が開いたた

め、かごから出た直後に戸が開いている状態でかごが約１m上昇した。（人的被害な

し）

調査中

し）

※昇降機等事故調査部会設置（H22.12月設置）以降の調査対象事故は２７件。なお、部会設置以前においては社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・
災害対策部会昇降機等事故対策委員会の調査対象事故を掲載。
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建築基準法第１２条（報告 検査等）

（３）参照条文

建築基準法第１２条（報告、検査等）

５ 特定行政庁、建築主事又は建築監視員は、次に掲げる者に対して、建築物の敷地、構造、建築設備

若しくは用途又は建築物に関する工事の計画若しくは施工の状況に関する報告を求めることができ
るる。
一 建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、設計者、工事監理者又
は工事施工者

二第一項の調査、第二項若しくは前項の点検又は第三項の検査をした一級建築士若しくは二級建築士二第 項の調査、第二項若しくは前項の点検又は第三項の検査をした 級建築士若しくは二級建築士
又は第一項若しくは第三項の資格を有する者

三 第七十七条の二十一第一項の指定確認検査機関
四第七十七条の三十五の五第一項の指定構造計算適合性判定機関

６ 建築主事又は特定行政庁の命令若しくは建築主事の委任を受けた当該市町村若しくは都道府県の職

員にあつては第六条第四項、第六条の二第十一項、第七条第四項、第七条の三第四項、第九条第一項、
第十項若しくは第十三項、第十条第一項から第三項まで、前条第一項又は第九十条の二第一項の規定の第十項若しくは第十三項、第十条第 項から第三項まで、前条第 項又は第九十条の二第 項の規定の
施行に必要な限度において、建築監視員にあつては第九条第十項の規定の施行に必要な限度において、
当該建築物、建築物の敷地又は建築工事場に立ち入り、建築物、建築物の敷地、建築設備、建築材料、
設計図書その他建築物に関する工事に関係がある物件を検査し、若しくは試験し、又は建築物若しくは
建築物 敷地 所有者 管理者若しくは占有者 建築主 設計者 事監理者若しくは 事施 者に対建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、設計者、工事監理者若しくは工事施工者に対
し必要な事項について質問することができる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、
その居住者の承諾を得なければならない。
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７．技術的基準に適合しない新たな構造方法等への対応

（ ） （ ） （ ）（１）現行の大臣認定（構造方法等の認定）制度（ｐ86）

（２）主な大臣認定（構造方法等の認定）の実績（ｐ87）

（３）大臣認定（構造方法等の認定）における軽微な変更の取扱い（ｐ88）（３）大臣認定（構造方法等の認定）における軽微な変更の取扱い（ｐ88）

（４）性能規定化されている技術的基準と性能規定化されていない技術的
基準の例（ｐ89）
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大臣認定（構造方法等の認定）とは 建築物の構造上の基準その他の技術的基準に適合することを

（１）現行の大臣認定（構造方法等の認定）制度

大臣認定（構造方法等の認定）とは、建築物の構造上の基準その他の技術的基準に適合することを
国土交通大臣が認定する制度であり（建築基準法第68条の26）、以下の２つのプロセスを経て実施さ
れる。

①性能評価： 申請のあった構造方法等の性能を確かめるための技術評価。国土交通大臣
の指定を受けた指定性能評価機関において行われる。

② 認 定 ： 性能評価機関において交付された性能評価書に基づいて、国土交通省にお
いて行われる。
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事
前

の
交
付

へ
の
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請

で
の
審
査

の
交
付

験
の
実
施

○ 性能評価の結果に基づき、国
土交通省で審査を実施

○ 提出資料並びに性能評価試験結果
により性能評価を実施

○申請者は、性能評価機関に
提出する資料・試験体を整

性能評価 認 定

請相
談

土交通省で審査を実施。
【根拠：法第68条の26第2項】

により性能評価を実施。
【根拠：法第68条の26第3項】

提出する資料・試験体を整
理。
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（２）主な大臣認定（構造方法等の認定）の実績

耐火 防耐火 区画 指定 ｼｯｸﾊｳｽ
構造耐力

耐火
建築物

防火区画避難安全
防耐火
構造

防火材料防火設備
区画

貫通部
昇降機

指定
建築材料

ｼｯｸﾊｳｽ
対策建材

計

平成15年度 220 82 25 80 535 433 79 56 17 426 1,503 3,456 

平成16年度 244 94 38 59 387 342 104 64 15 482 317 2,146 

平成17年度 319 100 43 79 329 412 186 64 12 427 232 2,203 

平成18年度 329 88 28 79 387 414 133 52 17 183 162 1,872 

平成19年度 518 113 34 95 538 551 113 49 9 332 151 2,503 

平成20年度 932 96 24 113 1,047 645 111 35 11 287 99 3,400 

平成21年度 747 89 42 122 1,174 706 149 46 201 259 121 3,656 

平成22年度 630 71 21 103 1,052 589 253 55 369 187 65 3,395 

平成23年度 688 78 19 122 743 575 193 40 465 283 100 3,306 

平成24年度 805 66 25 100 832 473 374 90 327 361 75 3,528 

計 5,432 877 299 952 7,024 5,140 1,695 551 1,443 3,227 2,825 29,465 
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（注 意）
①年度は、認定日ベース。 ②軽微な変更等も１件として計上している。 ③複数の性能について認定を受けている建築物がある。
④この他に「壁倍率」「合併処理浄化槽」「遊戯施設」「界壁の遮音構造」等について認定している。



（３）大臣認定（構造方法等の認定）における軽微な変更の取扱い

○ 大臣認定（構造方法等の認定）では、建築基準法施行規則第11条の２の３第５項第二号において、「既に構造方法○ 大臣認定（構造方法等の認定）では、建築基準法施行規則第11条の２の３第５項第二号において、 既に構造方法
等の認定を受けた構造方法等の軽微な変更であって、国土交通大臣が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認め
るものの認定を受けようとする場合」に、性能評価の手数料を減額する規定が設けられている。

○「軽微な変更」に該当する変更については、平成23年３月25日付け建築指導課長通知「構造方法等の認定に関する
運用改善について」（国住指第4942号）において、その運用の明確化を図っている。

○ 時刻歴応答解析性能評価（法第20条
第一号）

構造分野における軽微な変更

○ 耐火性能評価（令108条の３第１項第
二号）

防火分野における軽微な変更

○ 浄化槽性能評価（令第35条第１項）

凝集槽における凝集剤を変更前と同等以上

設備分野における軽微な変更

・床、間柱（水平力を負担しないものに限
る。）、小梁、非耐力壁、外装材その他これら
に類する部材に係る変更で、当該変更によっ
て固定荷重が大幅に変わらない変更

・火災室内の可燃物の総発熱量が同等以
下となる変更

・収納可燃物の単位床面積当たりの発熱量
が同等以下となる変更

・凝集槽における凝集剤を変更前と同等以上
の凝集機能を確保できる薬剤への変更

・消毒槽における消毒剤を変更前と同等以上
の消毒作用を確保できる薬剤への変更

・屋上工作物、塔屋、設備機器等に係る変更
で、当該変更によって固定荷重が大幅に変
わらない変更

・建築物の部分的な用途変更で、当該変更に
よって積載重が大幅に変わらない変更

・内装用建築材料及び下地の発熱量が同
等以下となる変更

・１時間の耐火性能を有する柱から２時間の
耐火性能を有する柱への変更等、耐火時
間が同等以上となる仕様への変更

○ エレベーターのかご及び主要な支
持部分（令129条の４第１項第三号）

・段差解消機におけるかごの床板及びいす
の材質や形状の変更で変更後の強度が同よって積載重が大幅に変わらない変更

・柱、大ばり、耐力壁、ブレース、基礎（梁）、
杭、制震部材、免震材料等の変更で、変更
前より安全側となる変更、又は若干数の変更
で十分に安全の範囲内となる変更
施工計画又は現況地盤のばらつきに伴う十

間が同等以上となる仕様への変更

○ 避難安全性能評価（令129条の２第
１項、令第129条の２の２第１項）

熱を感知して閉鎖する20分の遮炎性能

の材質や形状の変更で変更後の強度が同
等以上となる変更

・いす式階段昇降機におけるかごの床板及
びいすの材質や形状の変更で変更後の強
度が同等以上となる変更

・施工計画又は現況地盤のばらつきに伴う十
分に安全の範囲内となる変更

・高さが60メートルを超える建築物と一体と
なった低層部に係る変更で、当該変更により
建築物の応答性状や保有水平耐力等に与

・熱を感知して閉鎖する20分の遮炎性能
を有する防火設備から煙を感知して閉
鎖する１時間の遮炎性能を有する防火
設備等、開口部の遮煙性及び遮炎性が
同等以上の部材への変更

○ 戸開走行保護装置（令129条の10第４
項）

・かご戸スイッチ、乗場戸スイッチ、ブ
える影響が小さい変更

・構造図の記号の変更及び構造性能に影響の
ない特記仕様書の変更
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・収納可燃物の単位面積当たりの発熱量
及び在館者密度が同等以下、かつ、歩
行速度が同等以上となる変更

レーキ電源遮断用電磁接触器、特定距離
感知装置、制御板、油付着防止構造、つ
ま先保護板等の形状や構造の変更



（４）性能規定化されている技術的基準と性能規定化されていない技術的基準の例

性能規定化されている技術的基準 性能規定化されていない技術的基準

○ 耐火構造（法第２条第七号）
第２条 （略）

一～六 （略）
七 耐火構造 壁、柱、床その他の建築物の部分の構造のうち、耐火

○ 居室の採光（法第28条第１項）
第28条 住宅、学校、病院、診療所、寄宿舎、下宿その他これらに類す
る建築物で政令で定めるものの居室（居住のための居室、学校の教
室、病院の病室その他これら に類するものとして政令で定めるものに

性能（通常の火災が終了するまでの間当該火災による建築物の倒壊
及び延焼を防止するために当 該建築物の部分に必要とされる性能
をいう。）に関して政令で定める技術的基準に適合する鉄筋コンク
リート造、れんが造その他の構造で、国土交通大臣が定めた構造方
法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものをいう。

限る。）には、採光のための窓その他の開口部を設け、その採光に有
効な部分の面積は、その居室の床面積に対して、住宅にあつては1/7
以上、その他の建築物にあつては1/5から1/10までの間において政令
で定める割合以上としなければならない。ただし、地階若しくは地下工
作物内に設ける居室その他これらに類する居室又は温湿度調整を必法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものをいう。

八～三十五 （略）

○ 長屋又は共同住宅の各戸の界壁（法第30条）
第30条 長屋又は共同住宅の各戸の界壁は 小屋裏又は天井裏に達

作物内に設ける居室その他これらに類する居室又は温湿度調整を必
要とする作業を行う作業室その他用途上やむを得ない居室について
は、この限りでない。

２～４ （略）

第30条 長屋又は共同住宅の各戸の界壁は、小屋裏又は天井裏に達
するものとするほか、その構造を遮音性能（隣接する住戸からの日常
生活に伴い生ずる音を衛生上支障がないように低減するために界壁に
必要とされる性能をいう。）に関して政令で定める技術的基準に適合す
るもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通
大臣の認定を受けたものとしなければならない

○ 階段の寸法（令第23条第１項等）
第23条 階段及びその踊場の幅並びに階段のけあげ及び踏面の寸法
は、次の表によらなければならない。ただし、屋外階段の幅は、第120
条又は第121条の規定による直通階段にあつては90cm以上、その他
のものにあつては60 以上 住宅の階段（共同住宅の共用の階段を大臣の認定を受けたものとしなければならない。

○ 建築材料の品質（法第37条）
第37条 建築物の基礎、主要構造部その他安全上、防火上又は衛生上
重要である政令で定める部分に使用する木材 鋼材 コンクリ トその

のものにあつては60cm以上、住宅の階段（共同住宅の共用の階段を
除く。）のけあげは23cm以下、踏面は15cm以上とすることができる。

階段の種別 階段及びそ
の踊場の幅
（単位 cm）

けあげの寸
法
（単位 cm）

踏面の寸法
（単位 cm）

重要である政令で定める部分に使用する木材、鋼材、コンクリートその
他の建築材料として国土交通大臣が定めるもの（以下この条において
「指定建築材料」という。）は、次の各号の一に該当するものでなければ
ならない。
一 その品質が、指定建築材料ごとに国土交通大臣の指定する日本

（一） 小学校における児童用のもの 140以上 16以下 26以上

（二） 中学校、高等学校若しくは中等
教育学校における生徒用のも
の（以下略）

140以上 18以下 26以上

（ ） （略） （略） （略） （略）
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工業規格又は日本農林規格に適合するもの
二 前号に掲げるもののほか、指定建築材料ごとに国土交通大臣が定
める安全上、防火上又は衛生上必要な品質に関する技術的基準に
適合するものであることについて国土交通大臣の認定を受けたもの

（三） （略） （略） （略） （略）

（四） （一）から（三）までに掲げる階
段以外のもの

75以上 22以下 21以上


